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第１章 総論 

１ 計画の目的・位置付け 

行田市では、行田市基本構想(以下「基本構想」という。)において、長期的な視点における「行田の将来

像」を掲げるとともに、その実現に向けて４年間で重点的に進めていく「重点政策」を位置付けています。 

この行田市実施計画(以下「実施計画」という。)は、基本構想に掲げる重点政策を含めた各分野の施策に

ついて、その方向性や実施事業などを示す、具体的な計画として策定するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 計画期間 

この実施計画は、令和８年度から令和１０年度(２０２６年度から２０２８年度)の３年間を計画期間として策

定しています。なお、実施計画はその進捗等に合わせて毎年度見直しを行う、ローリング方式の計画としま

す。 

 

 

３ 事業の選定基準 

実施計画は、次の要件を満たす事業を掲載しています。 

① 基本構想に位置付けた重点政策に関連する事業 

子育て支援の強化と教育の充実 

開発の促進と雇用の創出 

交通インフラの整備 

② ①のほか、以下のいずれかに該当する事業 

・単年度あたりの事業費が５００万円以上のソフト事業 

・単年度あたりの事業費が１，０００万円以上のハード事業 

※ 「ハード事業」は、普通建設事業(建物の新築・増築・改築、道路の新設や修繕など)を指します。 

「ソフト事業」は、「ハード事業」以外の事業を指します。 

③ 新規事業(計画期間内のいずれかの年度で新たに実施する予定の事業) 
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４ 計画の編成方針 

基本構想では、「新しい行田の好循環」を加速させるため、「子育て支援の強化・教育の充実」、「開発の促

進・雇用の創出」、「交通インフラの整備」の３つを重点政策として位置づけています。 

実施計画の編成に当たっては、この重点政策に関連する事業を優先して採択するものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

新しい行田の好循環 
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５ 施策の体系 

実施計画では、基本構想で掲げた将来像の実現に向けて、３つの重点政策と６つの施策分野別に、それ

ぞれの方向性や事業を位置づけます。 

 

＜基本構想に掲げる重点政策や重点政策以外の各分野の施策一覧＞ 

重点政策１ 子育て支援の強化と教育の充実 

重点政策２ 開発の促進と雇用の創出 

重点政策３ 交通インフラの整備 

 

施策１ 健康づくりと福祉の充実 

施策２ 市民の安全・安心の確保 

施策３ 地域コミュニティと市民活動の推進 

施策４ 持続可能な都市基盤整備 

施策５ 快適な住環境の整備 

施策６ 行政運営の効率化 

 

  



8 

第２章  計画期間における財政見通し 

■ 財政計画 

実施計画の計画期間である令和８年度から令和１０年度における歳入と歳出の見通しを示します。 

〇歳入(一般会計)                                               単位：千円 

             年度 

  区分 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

計 画 額 構成比 計 画 額 増減率 構成比 計 画 額 増減率 構成比 

自
主
財
源 

市税 10,763,578 33.2% 10,723,444 -0.4% 32.9% 10,727,097 0.0% 32.8% 

分担金及び負担金 5,340 0.0% 5,340 0.0% 0.0% 5,340 0.0% 0.0% 

使用料及び手数料 318,552 1.0% 318,552 0.0% 1.0% 318,552 0.0% 1.0% 

財産収入 112,931 0.3% 126,168 11.7% 0.4% 134,240 6.4% 0.4% 

寄附金 186,500 0.6% 186,500 0.0% 0.6% 186,500 0.0% 0.6% 

繰入金 909,747 2.8% 1,052,556 15.7% 3.2% 1,065,353 1.2% 3.3% 

繰越金 700,000 2.2% 700,000 0.0% 2.1% 700,000 0.0% 2.1% 

諸収入 364,709 1.1% 367,743 0.8% 1.1% 370,802 0.8% 1.1% 

小 計 13,361,357 41.2% 13,480,303 0.9% 41.3% 13,507,884 0.2% 41.3% 

依
存
財
源 

地方譲与税 268,600 0.8% 268,500 0.0% 0.8% 268,700 0.1% 0.8% 

利子割交付金 14,000 0.0% 15,000 7.1% 0.0% 17,000 13.3% 0.1% 

配当割交付金 100,000 0.3% 110,000 10.0% 0.3% 130,000 18.2% 0.4% 

株式等譲渡所得割交付金 190,000 0.6% 210,000 10.5% 0.6% 240,000 14.3% 0.7% 

法人事業税交付金 170,000 0.5% 180,000 5.9% 0.6% 200,000 11.1% 0.6% 

地方消費税交付金 2,100,000 6.5% 2,130,000 1.4% 6.5% 2,160,000 1.4% 6.6% 

環境性能割交付金 1 0.0% 0 0.0% 0.0% 0 0.0% 0.0% 

地方特例交付金 137,000 0.4% 138,000 0.7% 0.4% 140,000 1.4% 0.4% 

地方交付税 5,460,000 16.8% 5,510,000 0.9% 16.9% 5,560,000 0.9% 17.0% 

交通安全対策特別交付金 6,100 0.0% 5,300 -13.1% 0.0% 4,700 -11.3% 0.0% 

国庫支出金 5,797,655 17.9% 5,802,829 0.1% 17.8% 5,809,515 0.1% 17.8% 

県支出金 2,530,087 7.8% 2,570,128 1.6% 7.9% 2,571,758 0.1% 7.9% 

市債 2,305,200 7.1% 2,189,940 -5.0% 6.7% 2,080,443 -5.0% 6.4% 

小  計 19,078,643 58.8% 19,129,697 0.3% 58.7% 19,182,116 0.3% 58.7% 

合   計 32,440,000 100.0% 32,610,000 0.5% 100.0% 32,690,000 0.2% 100.0% 

〇歳出(一般会計)                                               単位：千円 

             年度 

  区分 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

計 画 額 構成比 計 画 額 増減率 構成比 計 画 額 増減率 構成比 

義
務
的
経
費 

人件費 5,993,594 18.5% 6,113,953 2.0% 18.7% 6,333,915 3.6% 19.4% 

扶助費 8,832,563 27.2% 8,863,255 0.3% 27.2% 8,894,254 0.3% 27.2% 

公債費 2,429,267 7.5% 2,456,870 1.1% 7.5% 2,571,553 4.7% 7.9% 

小  計 17,255,424 53.2% 17,434,078 1.0% 53.5% 17,799,722 2.1% 54.5% 

投
資
的
経
費 

普通建設事業費 4,107,627 12.7% 4,497,181 9.5% 13.8% 4,347,693 -3.3% 13.3% 

災害復旧事業費 0 0.0% 0 0.0% 0.0% 0 0.0% 0.0% 

失業対策事業費 0 0.0% 0 0.0% 0.0% 0 0.0% 0.0% 

小  計 4,107,627 12.7% 4,497,181 9.5% 13.8% 4,347,693 -3.3% 13.3% 

そ
の
他
の
経
費 

物件費 5,240,122 16.2% 4,973,117 -5.1% 15.3% 4,971,034 0.0% 15.2% 

補助費等 3,183,574 9.8% 3,023,343 -5.0% 9.3% 2,847,093 -5.8% 8.7% 

繰出金 1,939,052 6.0% 1,994,187 2.8% 6.1% 2,050,749 2.8% 6.3% 

維持補修費 437,126 1.3% 415,270 -5.0% 1.3% 411,117 -1.0% 1.3% 

積立金 91,340 0.3% 108,788 19.1% 0.3% 124,881 14.8% 0.4% 

投資及び出資金 151,227 0.5% 129,528 -14.3% 0.4% 103,203 -20.3% 0.3% 

貸付金 4,508 0.0% 4,508 0.0% 0.0% 4,508 0.0% 0.0% 

その他 30,000 0.1% 30,000 0.0% 0.1% 30,000 0.0% 0.1% 

小  計 11,076,949 34.1% 10,678,741 -3.6% 32.7% 10,542,585 -1.3% 32.3% 

合  計 32,440,000 100.0% 32,610,000 0.5% 100.0% 32,690,000 0.2% 100.0% 

※ 歳入及び歳出の計画額について、令和８年度のみ「当初予算額」を示しています。 

※ 「構成比」の数値は、少数点以下第２位で四捨五入しているため、全ての割合を合計しても１００とならない場合があります。 
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■ 市税収入の推移 

市税の収入額を年度ごとに棒グラフで表しています。 

本市の市税収入は近年１００億円強で推移しており、令和７年度は令和６年度に実施された定額減税の終

了をはじめ、就労者の増加や賃上げの影響による個人住民税の増収、企業業績が堅調なことによる法人住

民税の増収を見込んでいます。 

令和８年度は税制改正の影響による市民税の減収を見込んでおり、その後は人口減少に伴う市民税の減

収や、地価の下落による固定資産税・都市計画税の減収の影響などにより、緩やかに減少が続く見込みと

なっています。 

 

※ 少数点第２位で四捨五入しています。このため、合計と内訳の計は必ずしも一致しません。 

 

■ 市債残高(一般会計)の推移 

一般会計における各年度末時点の市債残高を棒グラフで表しています。 

市債の新規発行額を元金償還金の範囲内とすることを基本として、市債残高の抑制に努めてきたことに

より年々減少しており、令和 8年度以降も同様の見込みとなっています。 

 
※ 特例地方債…減税補填債、臨時財政対策債、減収補填債 

（これらの市債は、市税等の減収を補うために国の財政政策に基づいて借入れるもので、返済の際にその全額ま

たは一定の割合が地方交付税として国から交付されるものです。）  

0.03 0.03 0.03 0.03 0.04 0.04 0.03 0.03 
6.01 6.08 6.15 6.09 6.12 6.17 6.12 6.11 

5.62 5.90 5.81 5.72 5.65 5.61 5.58 5.54 
2.48 2.62 2.69 2.83 2.90 2.76 2.77 2.80 

43.11 43.45 44.26 43.85 44.12 44.60 44.25 44.29 

46.51 47.59 46.96 44.94 
50.55 48.45 48.48 48.49 

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

令和3年度

（2021年度）
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令和7年度

（2025年度）

令和8年度

（2026年度）

令和9年度

（2027年度）

令和10年度

（2028年度）

市税収入の推移 (単位：億円)

市民税

固定資産税

軽自動車税

市たばこ税

都市計画税

入湯税

232.7 
216.8 

200.3 
188.6 187.9 187.9 186.8 184.0 

77.9 
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67.2 67.7 

79.7 
91.6 

102.3 110.8 
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市債残高の推移 (単位：億円)

市債 特例地方債を除いた残高の推移

予算（Ｒ９‐１０は見込み） 

 

決算（Ｒ７は見込み） 

 

予算（Ｒ９‐１０は見込み） 決算（Ｒ７は見込み） 

103.76 

 

105.67 

 

103.46 

 

 

 

 

109.38 
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105.90 
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第３章  実施計画 

■ 事業の見方 

各事業の記載内容については以下のとおりです。 

 

 

 

事 業 名  ［新規］ 事業の名称 所管課 事業担当課 

事業内容 

 

３年間で実施する事業内容を総括して説明 

 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

 

 

〇〇〇〇〇〇〇 

 

 

〇〇〇〇〇〇〇 

 

 

〇〇〇〇〇〇〇 

事 業 費 〇〇〇，〇〇〇千円 〇〇〇，〇〇〇千円 〇〇〇，〇〇〇千円 

事 業 名  事業の名称 所管課 事業担当課 

事業内容 

 

３年間で実施する事務を総括して説明 

 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

 

 

〇〇〇〇〇〇〇 

 

 

〇〇〇〇〇〇〇 

 

 

〇〇〇〇〇〇〇 

事 業 費 〇〇〇，〇〇〇千円 〇〇〇，〇〇〇千円 〇〇〇，〇〇〇千円 

 

 

 

 

  

計画期間中に新規に開始する事業(新規事業)は、事業名の先頭に［新規］と記載しています。 

各年度の計画期間中に予定している事業内容、経費等を示し、 

それに係る経費※を千円単位で記載しています。 

※ 経費が未定の場合は「未定」、事業終了見込みの場合は「－」と記載 
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重点政策１ 子育て支援の強化と教育の充実 

 

(１)施策のポイント 
 

 

 

 

 

 

 

(２)施策の方向性 
 
・本市の未来を担う子どもを安心して産み、健やかに育てることができるよう、３歳未満児保育無償化や  

１８歳までの医療費無償化を継続するとともに、こども誰でも通園制度により自宅での子育てを支援する

など、切れ目のない支援を行います。 

・不妊治療や産後ケア事業などの支援により、妊娠、出産、育児に係る不安や負担の軽減を図ります。 

・保育園、認定こども園、学童保育室、病児・病後児保育の充実など、働きながら安心して子育てできる環境

を整備することで、子育てと就労の両立を支援します。 

・さきたま古墳公園において、室内遊び場の設置など子どもや親子連れが気軽に遊べる環境の整備に向

け、必要な施策を計画的に進めます。 

・家庭や学校以外に、こどもたちが自分の居場所と感じ、安心して多世代と交流できる場所を確保するた

め、子どもの居場所づくりを推進します。 

・子育ての不安や虐待を防止するため、妊娠期から子育て期における伴走型支援を実施するとともに、全

ての妊産婦・子育て世代及び子どもに対応できるよう、関係機関と連携した相談支援体制を構築します。 

・子どもたちが多くの児童・生徒の中で切磋琢磨できるよう、市内小中学校を３校の義務教育学校に再編す

る取組みを推進します。 

・ＡＩを活用した取組みやネイティブ指導員の幼稚園派遣、英語判定ツールの活用など、グローバルコミュニ

ケーションを育む教育を推進します。 

・従来の教科学習だけでなく、音楽創造プロジェクトや環境教育事業などのＳＴＥＡＭ教育により、子どもた

ちの柔軟な創造性を育みます。 

・テキストプログラミング能力の育成など、情報活用能力を育む教育に取り組みます。 

・関係機関との連携強化や適応指導教室の充実などにより、不登校やいじめで悩む子どもやその家族を支

援します。 
 

 (３)成果指標 
 

№ 目標指標 基準値 
年度目標 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

１ 

こどもたちの居場所の箇所数 

（こどもたちが歩いて行ける範囲（現在の１２小学校区ご

と）に「こどもの居場所」を１か所以上整備） 

９小学校区に 

１７か所 

（令和５年度） 

こどもたちが歩い

て行ける範囲に 

１か所以上 

こどもたちが歩い

て行ける範囲に 

１か所以上 

こどもたちが歩い

て行ける範囲に 

１か所以上 

２ 

県学力・学習状況調査で県平均点を上回る教科数 

（県学力・学習状況調査結果で県平均点を上回る教科数

（市内小学校４年から中学校３年までの全１４教科）） 

２教科／１４教科 

（令和５年度） 
１０教科／１４教科 １４教科／１４教科 １４教科／１４教科 

３ 

ＣＥＦＲ Ａ１（英検３級）相当以上を達成した中学生の割

合 

（英語教育実施状況調査による中学校３年生の割合） 

３４．２％ 

（令和５年度） 
５５．０％ ６０．０％ ６０．０％ 

学校再編により、子どもたちや保護者だけでなく、教員や地域住民にとっても魅力ある学校を創る

とともに、再編に先駆けてＳＴＥＡＭ教育など特色ある教育に取り組みます。また、他市に先駆けた子育

て支援の強化により、子育ての負担を軽減し、安心して子どもを生み育てることができる環境を実現

します。 

こうした取組みは、若い世代を外から呼び込むとともに、転出防止にもつながる重要な取組みです。 
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(４)実施事業 
 

 重点政策１ 子育て支援の強化と教育の充実 

事 業 名 ３歳未満児保育料無償化事業 所管課 子ども未来課 

事業内容 
子育て世帯の経済的負担を軽減し、子どもを産み育てやすいまちづくりを推進するため、国に先駆けて、３歳未満児の保

育料無償化を実施します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

３歳未満保育料無償化相当額 ３歳未満保育料無償化相当額 ３歳未満保育料無償化相当額 

事 業 費 １６４，５６０千円 １６４，５６０千円 １６４，５６０千円 

事 業 名 乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度） 所管課 子ども未来課 

事業内容 
保育所等を利用していない０歳６ヵ月から３歳未満児を対象として、就労要件等を問わず保育所等で預かり（月１０時間

を上限）を行うことで、保育所等を利用せずに子育てしている家庭の負担を軽減します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

乳児等支援給付費負担金 

会計年度任用職員報酬 等 

乳児等支援給付費負担金 

会計年度任用職員報酬 等 

乳児等支援給付費負担金 

会計年度任用職員報酬 等 

事 業 費 １５，３９３千円 １５，３９３千円 １５，３９３千円 

事 業 名 子ども医療費支給事業 所管課 子ども未来課 

事業内容 
１８歳に達した日の属する年度の末日までの子どもの医療費に係る一部負担金の助成を行うことで、子どもの健康の保

持と保護者の経済的負担の軽減を図ります。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

子ども医療扶助費 

審査支払手数料 等 

子ども医療扶助費 

審査支払手数料 等 

子ども医療扶助費 

審査支払手数料 等 

事 業 費 ２６３，０６４千円 ２６３，０６４千円 ２６３，０６４千円 

事 業 名 ひとり親家庭等医療費支給事業 所管課 子ども未来課 

事業内容 

１８歳（一定の障害がある場合は２０歳）に達した日の属する年度の末日までの子どもを養育している母子、父子、養育者

家庭の親と子に係る医療費の一部負担金の助成を行うことで、ひとり親家庭等の生活の安定及び自立を支援し、経済的

負担の軽減を図ります。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

医療費支給 

支払手数料 等 

医療費支給 

支払手数料 等 

医療費支給 

支払手数料 等 

事 業 費 ３９，４１１千円 ３９，４１１千円 ３９，４１１千円 
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 重点政策１ 子育て支援の強化と教育の充実 

事 業 名 未就園０・１・２歳児子育て家庭支援給付金事業 所管課 子ども未来課 

事業内容 
０・１・２歳児で保育園等を利用していない子どもの保護者にヴェールカフェ利用券３，０００円分を配布することで、育児

の負担軽減や孤立化の防止、交流の機会の確保を図ります。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

未就園０・１・２歳児子育て家庭支援給

付金 

印刷製本費 

郵便料 

未就園０・１・２歳児子育て家庭支援給

付金 

印刷製本費 

郵便料 

未就園０・１・２歳児子育て家庭支援給

付金 

印刷製本費 

郵便料 

事 業 費 ２，１２５千円 ２，１２５千円 ２，１２５千円 

事 業 名 児童手当支給事業 所管課 子ども未来課 

事業内容 
高校生年代までの児童を養育している方に対し、手当を支給することで、次代の社会を担う児童の健やかな成長を図り

ます。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

児童手当扶助費 児童手当扶助費 児童手当扶助費 

事 業 費 １，３９１，０５０千円 １，３９１，０５０千円 １，３９１，０５０千円 

事 業 名 児童扶養手当支給事業 所管課 子ども未来課 

事業内容 
１８歳までの児童を養育するひとり親家庭等に対して国で決められた基準（第１子・第２子以降）の手当を支給すること

で、家庭生活の安定と自立の促進に寄与し、児童福祉の増進を図ります。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

児童扶養手当扶助費 児童扶養手当扶助費 児童扶養手当扶助費 

事 業 費 ２９０，０００千円 ２９０，０００千円 ２９０，０００千円 

事 業 名 ひとり親家庭等児童養育手当支給事業 所管課 子ども未来課 

事業内容 
義務教育期間中の児童を養育する低所得のひとり親家庭（離婚・未婚を含む）に対して定額の手当を支給することで、家

庭生活の安定・向上に寄与し、児童福祉の増進を図ります。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

ひとり親家庭等児童養育手当 ひとり親家庭等児童養育手当 ひとり親家庭等児童養育手当 

事 業 費 ８，０６４千円 ８，０６４千円 ８，０６４千円 
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 重点政策１ 子育て支援の強化と教育の充実 

事 業 名 不妊検査・治療費助成事業 所管課 こども家庭センター 

事業内容 不妊症や不育症に悩む夫婦の経済的負担を軽減するため、検査費及び治療費の一部を助成します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

不妊検査・治療費助成金 不妊検査・治療費助成金 不妊検査・治療費助成金 

事 業 費 １，９００千円 １，９００千円 １，９００千円 

事 業 名 低所得の妊婦に対する初回産科受診料支援事業 所管課 こども家庭センター 

事業内容 
低所得の妊婦の経済的負担軽減を図るとともに、当該妊婦の状況を継続的に把握し、必要な支援につなげるため、初回

の産科受診料の費用を助成します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

検診費助成金 検診費助成金 検診費助成金 

事 業 費 ５０千円 ５０千円 ５０千円 

事 業 名 妊婦健康診査事業 所管課 こども家庭センター 

事業内容 妊婦の健康管理の向上と費用負担軽減を図るため、妊婦健康診査等の費用の一部を助成します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

印刷製本費 

検診委託料 

検診費助成金 

妊婦健康診査契約事務負担金 

印刷製本費 

検診委託料 

検診費助成金 

妊婦健康診査契約事務負担金 

印刷製本費 

検診委託料 

検診費助成金 

妊婦健康診査契約事務負担金 

事 業 費 ３３，１５１千円 ３３，８７２千円 ３４，７０５千円 

事 業 名 多胎妊婦健康診査費用助成事業 所管課 こども家庭センター 

事業内容 

単体妊娠よりも妊婦健康診査の頻回の受診が推奨される多胎妊娠妊婦において、受診に伴う経済的負担が大きくなる

ことから、通常１４回程度の妊婦健康診査に加えて受診する健康診査に係る費用について、５回を上限に助成し、多胎妊

婦の経済的負担軽減を図ります。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

検診費助成金 検診費助成金 検診費助成金 

事 業 費 ５０千円 ５０千円 ５０千円 
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 重点政策１ 子育て支援の強化と教育の充実 

事 業 名 母子手帳アプリ運用事業 所管課 こども家庭センター 

事業内容 
予防接種などのお知らせ機能や子どもの成長記録、妊婦の健康・体重管理機能等を備えたスマートフォン向けの母子健

康手帳アプリを運用し、情報発信を行います。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

ＯＡシステム利用料 ＯＡシステム利用料 ＯＡシステム利用料 

事 業 費 ６６０千円 ６６０千円 ６６０千円 

事 業 名  ［新規］ 母子手帳アプリを活用したＤＸ推進事業 所管課 こども家庭センター 

事業内容 
母子保健のＤＸ化に先駆け、現状の母子手帳アプリの機能を活用し、妊娠届出・予防接種予診票・乳児産婦全戸訪問事業

での質問票などをオンライン化し、市民一人ひとりの利便性向上と母子保健業務の効率化を図ります。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

ＯＡシステム改修委託料 

ＯＡシステム構築委託料 

ＯＡシステム利用料 

ＯＡシステム構築委託料 

ＯＡシステム利用料 

ＯＡシステム利用料 

事 業 費 ７，１６５千円 ６，３５３千円 ３，９９３千円 

事 業 名 妊婦のための支援給付事業 所管課 こども家庭センター 

事業内容 
妊娠期から出産・子育てまで一貫して相談に応じ、様々なニーズに即した必要な支援につなぐ妊婦等包括相談支援と妊

婦のための給付支援を一体として実施します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

妊婦のための支援給付金 

郵便料 

手数料 

会計年度任用職員報酬 等 

妊婦のための支援給付金 

郵便料 

手数料 

会計年度任用職員報酬 等 

妊婦のための支援給付金 

郵便料 

手数料 

会計年度任用職員報酬 等 

事 業 費 ４０，７２３千円 ４０，７２３千円 ４０，７２３千円 

事 業 名 産婦健康診査費用助成事業 所管課 こども家庭センター 

事業内容 
産後うつの予防などを目的として、出産後間もない時期の産婦に対する健康診査（基本的な健診、こころの健康チェッ

ク）を実施するとともに、健康診査費用の一部を助成します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

検診委託料 

検診費助成金 

産婦健康診査契約事務負担金 

検診委託料 

検診費助成金 

産婦健康診査契約事務負担金 

検診委託料 

検診費助成金 

産婦健康診査契約事務負担金 

事 業 費 ３，７７５千円 ３，８５５千円 ３，８５５千円 
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 重点政策１ 子育て支援の強化と教育の充実 

事 業 名 産後ケア事業 所管課 こども家庭センター 

事業内容 
出産後の母子に対する心身のケアや育児のサポートを行うため、居宅訪問（アウトリーチ）型、宿泊型、通所型の支援を実

施します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

妊産婦乳幼児相談業務委託料 妊産婦乳幼児相談業務委託料 妊産婦乳幼児相談業務委託料 

事 業 費 ５，９３３千円 ５，９３３千円 ５，９３３千円 

事 業 名 １か月児健康診査費用助成事業 所管課 こども家庭センター 

事業内容 
１か月児健康診査費用の一部を助成することで経済的な負担を軽減するとともに、１か月児健康診査結果を把握し、新

生児等の成長の確認と疾病等の早期発見を行います。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

検診費助成金 

郵便料 

検診費助成金 

郵便料 

検診費助成金 

郵便料 

事 業 費 ２，２００千円 ２，２００千円 ２，２００千円 

事 業 名  ［新規］ ５歳児健康診査事業 所管課 こども家庭センター 

事業内容 
専門的知識をもった医師、保健師、保育士、心理士等の多職種による５歳児健康診査を実施することにより、子どもの持

つ特性を早期に発見し、必要な支援につなげ、もって健康の保持、増進を図ります。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

検診委託料 

郵便料 

消耗品費 

備品購入費 

検診委託料 

郵便料 

 

検診委託料 

郵便料 

 

事 業 費 １４，９８８千円 １１，１５８千円 １１，１５３千円 

事 業 名  ［新規］ ５歳児健康診査後フォロー事業 所管課 こども家庭センター 

事業内容 ５歳児健康診査の結果、要支援となった児童に対して心理士による相談事業を行い、早期支援につなげます。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

妊産婦乳幼児相談業務委託料 妊産婦乳幼児相談業務委託料 妊産婦乳幼児相談業務委託料 

事 業 費 ３９６千円 ３９６千円 ３９６千円 
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 重点政策１ 子育て支援の強化と教育の充実 

事 業 名 保育所等給付事業 所管課 子ども未来課 

事業内容 
保育園、幼稚園、認定こども園、地域型保育事業所へ教育・保育に要する経費を給付することで、安定的な運営を支援し

ます。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

保育所運営費負担金 

地域型保育給付費負担金 

保育所運営費負担金 

地域型保育給付費負担金 

保育所運営費負担金 

地域型保育給付費負担金 

事 業 費 １，７９８，１３８千円 １，７９８，１３８千円 １，７９８，１３８千円 

事 業 名 幼稚園施設等利用給付費負担事業 所管課 子ども未来課 

事業内容 
幼稚園に通園する児童の利用料、幼稚園の預かり保育、認可外保育施設等利用に係る無償化対象経費を給付し、また、

年収３６０万円未満相当の世帯及び全所得階層の第３子以降を対象に副食費の補足給付を実施します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

施設等利用給付費負担金 

幼稚園副食費補助金 

施設等利用給付費負担金 

幼稚園副食費補助金 

施設等利用給付費負担金 

幼稚園副食費補助金 

事 業 費 １７９，１７２千円 １７９，１７２千円 １７９，１７２千円 

事 業 名 認可保育園（埼玉保育園）建替工事事業 所管課 子ども未来課 

事業内容 
認可保育園のうち埼玉保育園について、既存施設の老朽化により建替えが必要となったため、利用定員確保のための施 

設整備支援を行います。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

施設整備費補助金   

事 業 費 ５，２５０千円 － － 

事 業 名 保育サービス充実促進事業 所管課 子ども未来課 

事業内容 
多様な保育ニーズに対応するため、延長保育や一時預かり事業及び低年齢児保育促進・障害児保育事業の特別保育、定

期的な一時預かり事業を実施する私立保育所等に補助金を交付し、保護者が安心して就労できる環境を整備します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

延長保育事業費補助金 

一時預かり事業費補助金 

保育サービス支援事業費補助金 

延長保育事業費補助金 

一時預かり事業費補助金 

保育サービス支援事業費補助金 

延長保育事業費補助金 

一時預かり事業費補助金 

保育サービス支援事業費補助金 

事 業 費 ５７，１３３千円 ５７，１３３千円 ５７，１３３千円 
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 重点政策１ 子育て支援の強化と教育の充実 

事 業 名 保育人材確保事業 所管課 子ども未来課 

事業内容 
保育を支える保育士の確保及び離職を防止するため、保育体制強化事業、保育補助者雇上強化事業、保育士宿舎借り上

げ支援事業を実施します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

新卒保育士就職準備金貸付事業補助

金 

保育士奨学金返済支援補助金 

保育対策総合支援事業費補助金 

新卒保育士就職準備金貸付事業補助

金 

保育士奨学金返済支援補助金 

保育対策総合支援事業費補助金 

新卒保育士就職準備金貸付事業補助

金 

保育士奨学金返済支援補助金 

保育対策総合支援事業費補助金 

事 業 費 １７，０５５千円 １７，０５５千円 １７，０５５千円 

事 業 名 地域子育て支援拠点事業（重層的支援体制整備事業） 所管課 子ども未来課 

事業内容 

乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う地域子育て支援拠点を開設し、子育てについての相談、情報の提供、助言そ

の他の援助を行うことで、子育ての不安感等を緩和するとともに子どもの健やかな育ちを支援し、地域の子育て支援機

能の充実を図ります。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

地域子育て支援拠点事業委託料 

地域子育て支援拠点事業費補助金 

清掃委託料 

施設改修工事請負費 等 

地域子育て支援拠点事業委託料 

地域子育て支援拠点事業費補助金 

清掃委託料 等 

地域子育て支援拠点事業委託料 

地域子育て支援拠点事業費補助金 

清掃委託料 等 

事 業 費 ３７，３０１千円 ３３，１７６千円 ３３，１７６千円 

事 業 名 放課後児童健全育成事業 所管課 子ども未来課 

事業内容 
次代を担う児童の健全な育成を図るため、放課後や週末等に児童を、安心な居場所である学童保育室で預かる学童保

育事業を実施します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

放課後児童対策事業委託料 

謝金（学童保育室送迎支援事業） 

修繕料 

ＯＡシステム利用料 等 

放課後児童対策事業委託料 

謝金（学童保育室送迎支援事業） 

修繕料 

ＯＡシステム利用料 等 

放課後児童対策事業委託料 

謝金（学童保育室送迎支援事業） 

修繕料 

ＯＡシステム利用料 等 

事 業 費 ３４６，５２６千円 ３４６，５２６千円 ３４６，５２６千円 

事 業 名 病児・病後児保育事業 所管課 子ども未来課 

事業内容 
病気の回復期又は回復期に至っていない小学生までの児童について、保護者の就労等により、家庭での保育が困難な

場合に、医療機関に付設された専用スペースでお預かりします。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

病児・病後児保育事業委託料 病児・病後児保育事業委託料 病児・病後児保育事業委託料 

事 業 費 １６，５６６千円 １２，５４８千円 １２，５４８千円 
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 重点政策１ 子育て支援の強化と教育の充実 

事 業 名 さきたま古墳公園「子どもの遊び場」整備事業 所管課 子ども未来課 

事業内容 

さきたま古墳公園に、幅広い年齢層の子どもたちが季節や天候を問わず楽しむことができ、保護者や見守る大人たちも

息抜きができ、そして多世代で様々な人の憩いの場となる「屋内型遊び場」及び「外遊び場」を整備します。令和８年度は

導入機能やモデルプラン等をとりまとめた基本計画を策定します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

委員謝金 

（仮称）さきたま古墳公園広場子ども

の遊び場事業構想作成業務委託料 

  

事 業 費 ２６，１９９千円 未定 未定 

事 業 名 朝のこどもの居場所づくり事業 所管課 子ども未来課 

事業内容 

こどもの小学校入学に際して、保育所の預かり開始時間と小学校の登校時間の差により保護者が仕事等を変更せざる

を得ない状況になる、いわゆる「朝の小１の壁」を解消するため、平日の朝に小学校等でこどもを預かる事業を実施しま

す。（埼玉県モデル事業として実施） 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

朝のこどもの居場所づくり事業委託料   

事 業 費 １，９５０千円 未定 未定 

事 業 名 子ども等多世代の居場所づくり事業（重層的支援体制整備事業含む） 所管課 子ども未来課 

事業内容 

学校や家庭以外において、子どもたちが地域で安心して過ごすことができる第３の居場所を運営する団体に対して補助

金を交付することで、多世代型子ども食堂事業、多世代交流事業、学習支援事業等の子どもの居場所づくりを推進しま

す。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

子ども等多世代の居場所づくり支援事

業補助金 

子ども等多世代の居場所づくり支援

事業補助金 

子ども等多世代の居場所づくり支援事

業補助金 

事 業 費 ６，５２３千円 ６，５２３千円 ６，５２３千円 

事 業 名 子育て世帯訪問支援事業 所管課 子ども未来課 

事業内容 

家事・育児等に対して不安や負担を抱える子育て家庭、妊産婦、ヤングケアラー等のいる家庭の居宅を、支援員が訪問

し、家庭が抱える不安や悩みを傾聴するとともに、家事・育児等の支援を実施することにより、家庭や養育環境を整え、

虐待リスク等の高まりを未然に防ぎます。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

謝金 

子育て世帯訪問支援事業委託料 

謝金 

子育て世帯訪問支援事業委託料 

謝金 

子育て世帯訪問支援事業委託料 

事 業 費 ３，４５８千円 ３，４５８千円 ３，４５８千円 

  

基本計画を策定後、事業の実施方針を決定 

利用者ニーズ等を踏まえ、事業の実施方針を決定 
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 重点政策１ 子育て支援の強化と教育の充実 

事 業 名 こども家庭センター運営事業（重層的支援体制整備事業） 所管課 こども家庭センター 

事業内容 

妊娠期から子育て期への切れ目のない支援を行う「子育て包括支援センター」と、困窮や虐待など困難を抱える家庭へ

の支援を行う「子ども家庭総合支援拠点」の運営を一体的に行うことにより、個々の家庭のニーズを把握し必要に応じて

関係機関との連携を図るとともに、サービス利用等を調整します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

人件費等 

消耗品費 

印刷製本費 

郵便料 

人件費等 

消耗品費 

印刷製本費 

郵便料 

人件費等 

消耗品費 

印刷製本費 

郵便料 

事 業 費 ２５，５１０千円 ２５，５１０千円 ２５，５１０千円 

事 業 名 公立保育園施設設備改修事業 所管課 子ども未来課 

事業内容 
公立保育園舎の外壁、屋根等に経年劣化が見受けられることから、保育園個別施設計画に基づき改修工事を実施しま

す。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

持田保育園園舎外部改修設計 

持田保育園ＧＨＰ空調更新工事 

南河原保育園空調設備更新工事 

持田保育園トイレ改修設計 

持田保育園園舎外部改修工事 

持田保育園内部改修設計 

持田保育園トイレ改修工事 

事 業 費 ３６，２００千円 ４２，８００千円 ２７，０００千円 
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 重点政策１ 子育て支援の強化と教育の充実 

事 業 名 学校再編事業 所管課 教育総務課 

事業内容 

行田市義務教育学校設置に向けた再編計画に基づき、忍・行田・埼玉・太田中学校区で構成するＢブロック新校の令和１

２年度開校に向けて、小中一貫教育に係る教育課程やスクールバス運行に向けた検討などの準備を進めます。令和９年

度からは、長野・見沼・南河原中学校区で構成するＡブロック新校の令和１４年度開校に向けて「基本構想」を策定します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

委員報酬 

費用弁償 

食糧費 

普通旅費 

義務教育学校施設整備基本構想策定

委託料 

委員報酬 

費用弁償 

食糧費 等 

委員報酬 

費用弁償 

食糧費 等 

事 業 費 ２９７千円 １６，８９３千円 ７４３千円 

事 業 名 義務教育学校整備事業 所管課 教育総務課 

事業内容 
行田市義務教育学校設置に向けた再編計画に基づき、忍・行田・埼玉・太田中学校区で構成するＢブロック新校の「基本

設計図書」及び「実施設計図書」を作成し、工事に着手します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

調査測量設計委託料 

基本設計発注者支援業務委託料 

  

事 業 費 １８０，０９４千円 未定 未定 

事 業 名 英語のできる行田っ子育成事業 所管課 教育指導課 

事業内容 

小・中学校の外国語授業及び外国語活動に外国語指導助手（ＡＬＴ）を配置し、児童生徒の英語コミュニケーション能力の

育成を図ります。幼稚園においては、外国語指導員を派遣し、年少（４才）からの英語学習を推進することで、「英語脳」

「英語耳」を養い、英語の好きな子どもの育成を目指します。また、中学２年生におけるＧＴＥＣ受験とその分析結果をも

とにした個別指導や生成ＡＩの活用による英語力の強化を図ります。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

外国語指導助手付帯業務委託料 

外国語指導員派遣業務委託料 

英語教育強化事業委託料 

会計年度任用職員報酬 等 

外国語指導助手付帯業務委託料 

外国語指導員派遣業務委託料 

英語教育強化事業委託料 

会計年度任用職員報酬 等 

外国語指導助手付帯業務委託料 

外国語指導員派遣業務委託料 

英語教育強化事業委託料 

会計年度任用職員報酬 等 

事 業 費 ７１，６８７千円 ８７，２７４千円 ８７，２７４千円 

事 業 名  ［新規］ 特色ある教育活動推進プロジェクト 所管課 教育指導課 

事業内容 

音楽の専門家により児童生徒に演奏・合唱指導を行う「音楽創造プロジェクト」、児童を対象として行田の自然や環境問

題など題材とした「ふるさと学習」や市内足袋業者による「マイ足袋製作体験」を実施するなど、「ＳＴＥＡＭ教育」を推進し

ます。また、ＷＥＢサイトの制作等のテキストプログラミングの体験を通じて、生徒の情報活用能力を育みます。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

文化芸術活動支援業務委託料 

マイ足袋作製体験事業委託料 

ＯＡシステム利用料 

自動車借上料 等 

文化芸術活動支援業務委託料 

マイ足袋作製体験事業委託料 

ＯＡシステム利用料 

自動車借上料 等 

文化芸術活動支援業務委託料 

マイ足袋作製体験事業委託料 

ＯＡシステム利用料 

自動車借上料 等 

事 業 費 ５，６５５千円 ５，６５５千円 ５，６５５千円 

  

基本設計作成後、実施設計・工事費用を算出 

 



22 

 重点政策１ 子育て支援の強化と教育の充実 

事 業 名 学校ＩＣＴ活用推進事業 所管課 教育総務課、教育指導課 

事業内容 

小・中学校授業用端末の更新時期を迎えることから、端末入替に併せて総合学習ツールを導入し、デジタルドリル等によ

るＩＣＴ活用を充実させることで、児童生徒の興味・関心を高める分かりやすい授業を展開し、学力の向上を図ります。 

また、教職員向けにＩＣＴ支援員の派遣や端末利用方法に関する研修を実施し、ＩＣＴ活用能力の向上を目指します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

事業用器具費 

研修委託料 

ＩＣＴ支援員派遣委託料 

ＯＡシステム利用料 

著作権使用料 等 

ＩＣＴ支援員派遣委託料 

ＯＡシステム利用料 

著作権使用料 等 

ＩＣＴ支援員派遣委託料 

ＯＡシステム利用料 

著作権使用料 等 

事 業 費 ４５０，８９３千円 ６８，６３９千円 ６８，６３９千円 

事 業 名 学力向上支援事業 所管課 教育指導課 

事業内容 

小・中学校に学習支援教員を配置し、担任との２人体制によるティームティーチングを実施することで、児童生徒一人ひ

とりの理解度に応じたきめ細かな指導体制を構築し、基礎基本の定着と確かな学力の習得を図ります。また、経験の浅

い教員に対し、学習支援教員が指導方法について指導や助言をすることで、教員の指導力向上を図ります。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

会計年度任用職員報酬 等 会計年度任用職員報酬 等 会計年度任用職員報酬 等 

事 業 費 ３６，４３６千円 ３７，３３０千円 ３７，３３０千円 

事 業 名 水泳授業委託事業 所管課 教育指導課 

事業内容 

令和７年度に実施した小学校６校に、令和８年度から新たに西小学校、埼玉小学校、下忍小学校、泉小学校、桜ケ丘小学

校、南河原小学校を加えた市内小学校全１２校で民間スイミングスクールを活用した水泳授業を実施し、天候・季節に左

右されない水泳授業の着実な実施を通して、児童の泳力向上を図ります。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

水泳授業実施委託料 水泳授業実施委託料 水泳授業実施委託料 

事 業 費 ３８，３７３千円 ３８，３７３千円 ３８，３７３千円 

事 業 名 校務支援システム活用事業 所管課 教育総務課 

事業内容 
統合型校務支援システムを活用し、児童生徒の出席状況や成績管理をはじめとした情報を一元管理し、教職員の負担軽 

減や業務効率化を図るとともに学習支援の充実を図ります。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

ＯＡ機器借上料 

通信料 

ＯＡシステム保守点検委託料 

ＯＡシステム利用料 

ＯＡ機器借上料 

通信料 

ＯＡシステム保守点検委託料 

ＯＡシステム利用料 

ＯＡ機器借上料 

通信料 

ＯＡシステム保守点検委託料 

ＯＡシステム利用料 

事 業 費 ５７，６６８千円 ５８，４４４千円 ５８，９９４千円 
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 重点政策１ 子育て支援の強化と教育の充実 

事 業 名 きらきらサポーター配置事業 所管課 教育指導課 

事業内容 教育上特別な支援が必要な児童生徒を支援する特別支援教育支援員「きらきらサポーター」を配置します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

会計年度任用職員報酬 等 会計年度任用職員報酬 等 会計年度任用職員報酬 等 

事 業 費 ３７，４８４千円 ４５，８０９千円 ４７，２６９千円 

事 業 名 スクールバス運行事業 所管課 教育総務課 

事業内容 学校再編成により、遠距離通学になる児童向けにスクールバスを運行することで、安心・安全な通学を支援します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

スクールバス運行業務委託料 

修繕料 

スクールバス位置情報システム利用料 

ＡＥＤ借上料 

燃料費 

スクールバス運行業務委託料 

修繕料 

スクールバス位置情報システム利用料 

ＡＥＤ借上料 

燃料費 

スクールバス運行業務委託料 

修繕料 

スクールバス位置情報システム利用料 

ＡＥＤ借上料 

燃料費 

事 業 費 ２１，３７７千円 ２４，５１３千円 ２５，１３６千円 

事 業 名 小中学校施設設備改修事業 所管課 教育総務課 

事業内容 

東小学校及び西小学校の体育館屋根、行田中学校の配膳室シャッターの老朽化が進行していることから、改修工事を実

施し、教育環境の改善を図ります。また、見沼小学校に設置されている避難器具（救助袋）について、設置後相当の年数

が経過していることから、更新工事を実施し、災害時などにおける児童の安全な避難を確保します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

小学校工事請負費 

中学校工事請負費 

  

事 業 費 ２５，３００千円 － － 

事 業 名 学校給食センター施設整備事業 所管課 学校給食センター 

事業内容 
児童生徒の健やかな成長と食育の推進を目的に実施する給食の充実や、安全・安心な給食を安定的に提供するため、経 

年劣化が生じている施設、設備機器等を整備します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

設備改修工事請負費 設備改修工事請負費 設備改修工事請負費 

事 業 費 ２３，８００千円 ６２，０００千円 １０５，４００千円 
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 重点政策１ 子育て支援の強化と教育の充実 

事 業 名 多子世帯学校給食費給付事業 所管課 学校給食センター 

事業内容 
中学校又は特別支援学校中学部に在籍している生徒を３人以上養育している多子世帯の保護者に対して、中学校に在

籍している３人目以降の学校給食費を補助し経済的負担を軽減します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

多子世帯給食費給付金 多子世帯給食費給付金 多子世帯給食費給付金 

事 業 費 ２６７千円 ２６７千円 ２６７千円 

事 業 名 早期療育事業「ステップ教室」 所管課 教育支援センター 

事業内容 
学齢期前の幼児及び小学校１年生の発達状況等に応じ、必要に応じて定期的な個別療育を実施し幼児・児童の望ましい

発達を支援するとともに、保護者の子育てヘの気づきを促します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

謝金 

消耗品費 

謝金 

消耗品費 

謝金 

消耗品費 

事 業 費 ５，７７１千円 ６，００２千円 ６，００２千円 

事 業 名 不登校対策（適応指導教室「ウイズ」）事業 所管課 教育支援センター 

事業内容 
学校に行きたくても行くことのできない不登校傾向の児童・生徒に対し、教育を受ける機会と場を保障し、学校復帰を支

援する教室を開催します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

謝金 

電話料 

消耗品費 

保険料 

会計年度任用職員報酬 等 

謝金 

電話料 

消耗品費 

保険料 

会計年度任用職員報酬 等 

謝金 

電話料 

消耗品費 

保険料 

会計年度任用職員報酬 等 

事 業 費 ２１，７１０千円 ２２，９４３千円 ２３，０５７千円 

  



25 

重点政策２ 開発の促進と雇用の創出 

 

(１)施策のポイント 
 

 

 

 

 

 

 

(２)施策の方向性 
 

・基本構想及び都市計画マスタープランの土地利用構想に基づき、幹線道路沿線を中心に開発の促進を図

ります。 

・市で埋蔵文化財の先行試掘調査を実施するなど、進出企業の負担軽減を図ることで、さらなる企業立地

を図ります。 

・事業拡大や新規立地に関する企業のニーズを直接訪問により伺うとともに、相談窓口としてワンストップ

サービスで対応することで、企業誘致の推進や市内企業の振興を図ります。 

・中心市街地の価値と魅力を高めるため、官民連携による中心市街地公共施設再編事業を行うことで、「学

校再編まちづくり」を推進します。 

・起業・創業支援などにより、さらなる地域産業の振興を図ります。 

・人材育成に対する支援などにより、市民や市内事業者従業員のキャリアアップを支援します。 

・スマート農業や六次産業化、ブランド化の取組みなどにより、農業の成長産業化を図ります。 

・農地中間管理機構との連携などにより、農地の集約化や農業法人化を促進します。 

・農業従事者の高齢化や担い手不足に対応するため、地域との話し合いを通じて「地域計画」を策定し、農

地利用の将来の姿を明確化します。 

 

(３)成果指標 
 

№ 目標指標 基準値 
年度目標 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

４ 

企業立地件数 

（市内に新規立地及び事業拡大した企業数（工場・倉庫・

事務所・店舗等の開発許可、適合証明件数）） 

４社 

（令和５年度） 
５社 ５社 ５社 

５ 
起業・創業支援件数 

（起業家支援事業補助金を交付した件数（累計）） 

２６件 

（令和５年度） 
４２件 ５０件 ５７件 

６ 

農地中間管理事業取組面積 

（認定農業者が農地中間管理機構を介して集積している

農地の面積（累計）） 

４８８ｈａ 

（令和５年度） 
711ｈａ 794ｈａ ８６３ｈａ 

  

若い世代を行田に呼び込むためには、市内に魅力的な雇用を創出することや若い人にとって魅力の

ある施設を誘致することが重要です。雇用を創出する企業を誘致するため、幹線道路沿線を中心とし

た開発の促進や、進出企業に対する負担軽減の取組みを進めます。 

農業については、農地の集約化や六次産業化などにより、稼げる農業を目指すとともに、新規就農

やスマート農業化の支援などにより、若い世代にとって魅力的な産業となるような取組みが必要です。 
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(４)実施事業 
 

 重点政策２ 開発の促進と雇用の創出 

事 業 名 企業誘致促進事業 所管課 企業誘致課 

事業内容 

令和７年度の産業構造分析調査の結果を踏まえ、本市へ立地する可能性の高い企業を対象に営業活動を行うとともに、

企業立地候補地において埋蔵文化財の先行試掘調査を実施し、その結果を企業に情報提供します。また、埼玉県企業局

が実施した富士見工業団地拡張整備事業に係る発掘調査等に要する費用の一部を負担します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

富士見工業団地拡張整備事業負担金 

埋蔵文化財先行試掘調査 

パンフレット作成委託料 等 

埋蔵文化財先行試掘調査 

パンフレット作成委託料 等 

埋蔵文化財先行試掘調査 

パンフレット作成委託料 等 

事 業 費 ７１，８９７千円 ２，９２７千円 ２，９２７千円 

事 業 名  ［新規］ 中心市街地公共施設再編事業 所管課 公共施設再編・まちづくり準備室 

事業内容 
市役所周辺の中心市街地において、官民連携により公共施設の再編・再整備を進めるため、令和８年度及び令和９年度

の２年間で、今後のまちづくりの方向性を示す「基本構想」・「基本計画」を策定します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

中心市街地公共施設再編・再整備支援

業務委託料 等 

中心市街地公共施設再編・再整備支援

業務委託料 等 

 

事 業 費 ３０，５１８千円 ２７，５１８千円 未定 

事 業 名 移住定住促進事業 所管課 企画政策課 

事業内容 

本市への移住定住をさらに促進するため、移住定住コンシェルジュによる移住相談やＳＮＳによる情報発信、移住者向け

イベントへの出展に加え、若者の移住促進を図ることを目的に奨学金返還支援金を交付します。令和８年度からは、新た

に移住定住を促進するためのキャッチフレーズの制作及びｗｅｂ広告によりプロモーションを開始します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

プロモーション業務委託料 

奨学金返還支援金 

会計年度任用職員報酬 等 

奨学金返還支援金 

会計年度任用職員報酬 等 

奨学金返還支援金 

会計年度任用職員報酬 等 

事 業 費 １７，６９８千円 １４，４３４千円 ９，６３４千円 

事 業 名 起業家支援事業 所管課 商工観光課 

事業内容 
市内の空き店舗を利用し、新たに起業する方に対して家賃助成（継続分のみ）のほか、出店にあたっての改修費用や運営

費用の一部を助成することで、起業家の育成と空き店舗の有効活用により地域経済の活性化を図ります。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

起業家支援助成金 起業家支援助成金 起業家支援助成金 

事 業 費 ５，６３８千円 ５，０００千円 ５，０００千円 

基本構想等策定後、事業手法 

を決定及び必要経費を算出 
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 重点政策２ 開発の促進と雇用の創出 

事 業 名  ［新規］ 店舗併用住宅改修支援事業 所管課 商工観光課 

事業内容 市内の空き店舗の活用を促進するため、店舗と住宅を分離する改修工事に必要な経費の一部を助成します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

店舗併用住宅改修支援助成金 店舗併用住宅改修支援助成金 店舗併用住宅改修支援助成金 

事 業 費 １，０００千円 １，０００千円 １，０００千円 

事 業 名 住宅改修資金補助事業 所管課 商工観光課 

事業内容 
市内事業者により個人住宅の改修工事を行った場合、改修工事費の一部を補助することで、居住環境の向上と地域経済

の活性化を図ります。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

住宅改修資金補助金 住宅改修資金補助金 住宅改修資金補助金 

事 業 費 １４，０００千円 １４，０００千円 １４，０００千円 

事 業 名 県産木材活用促進支援事業 所管課 農政課 

事業内容 
県産木材を活用して住宅や事務所等を新築、増改築及びリフォームする個人及び事業主に対し、費用の一部を補助しま

す。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

県産木材活用促進支援事業費補助金   

事 業 費 ３，０００千円 未定 未定 

事 業 名 スマート農業等推進事業 所管課 農政課 

事業内容 
既存の生産方法を改善するためのスマート農業技術の導入及び農地集約集積のための畦畔撤去等の新たな取組みを実

施する農業者を支援します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

スマート農業等推進補助金 スマート農業等推進補助金 スマート農業等推進補助金 

事 業 費 １０，０００千円 １０，０００千円 １０，０００千円 

  

事業効果を検証し、事業の実施方針を決定 
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 重点政策２ 開発の促進と雇用の創出 

事 業 名  ［新規］ 農業振興地域整備計画見直し業務 所管課 農政課 

事業内容 
「行田農業振興地域整備計画」に関連する基礎調査を実施し、農用地の面積、土地利用、農業人口、農業生産などの現況

や将来の見通しを調査したうえで、計画の見直しを行います。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

農業振興地域整備計画策定委託料 農業振興地域整備計画策定委託料  

事 業 費 ４，０００千円 ４，０００千円 － 

事 業 名 農産物等病害虫防除対策事業 所管課 農政課 

事業内容 

水稲の品質の低下及び収量の減少の要因となっているカメムシ類および水稲栽培において食害を発生させるジャンボタ

ニシ（スクミリンゴガイ）の防除を徹底するため、薬剤購入や空中散布等に係る経費の一部を補助し、病害虫による被害防

止を図ります。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

農産物等病害虫防除対策費補助金   

事 業 費 ６，３９０千円 未定 未定 

事 業 名 土地改良事業（負担金・補助金） 所管課 農政課 

事業内容 

土地改良区等が実施する事業の一部費用を負担し、農地の大区画化による利用集積や、かんがい排水施設の整備による

用水不足解消、湛水防止等を図ります。また、令和８年度は見沼代用水土地改良区と連携し国の交付金を活用して、下中

条地内の見沼代用水元圦公園の再整備を行います。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

交付金（見沼代用水元圦公園整備事業） 

負担金（元荒川上流土地改良区土地改

良事業、県営六堰土地改良事業、県営

基幹水利施設ストックマネジメント事

業、県営ほ場整備事業） 

補助金（土地改良区事業） 

負担金（元荒川上流土地改良区土地改

良事業、県営六堰土地改良事業、県営

基幹水利施設ストックマネジメント事

業） 

補助金（土地改良区事業） 

負担金（元荒川上流土地改良区土地改

良事業、県営六堰土地改良事業） 

事 業 費 １２０，８００千円 ２６，９９５千円 ２０，１４７千円 

事 業 名 農業用用排水路整備事業 所管課 農政課 

事業内容 農地における水利用の安定化と合理化を図るため、かんがい排水機能の向上に向けた整備を実施します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

調査測量設計委託料 

用排水路整備工事請負費 

調査測量設計委託料 

用排水路整備工事請負費 

調査測量設計委託料 

用排水路整備工事請負費 

事 業 費 ４１，０８９千円 ４１，０００千円 ４１，０００千円 

  

事業効果を検証し、事業の実施方針を決定 
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 重点政策２ 開発の促進と雇用の創出 

事 業 名 農業用用排水路等整備事業 （国補・県補） 所管課 農政課 

事業内容 
国及び県の補助を活用し、農地における水利用の安定化と合理化を図るため、かんがい排水機能の向上に向けた整備を

実施します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

調査測量設計委託料 

土地改良事業工事請負費 

調査測量設計委託料 

土地改良事業工事請負費 

調査測量設計委託料 

土地改良事業工事請負費 

事 業 費 １３，４８１千円 １９，４６０千円 ２９，０６０千円 

事 業 名 多面的機能発揮促進事業 所管課 農政課 

事業内容 
農業・農村の多面的機能の維持・発揮を図るため、活動組織が行う地域共同活動に係る支援を行い、地域資源の適切な

保全管理を促進します。また、事業の実行状況の点検などを行う業務を行います。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

認定農用地台帳作成委託料 

多面的機能発揮促進事業補助金 

認定農用地台帳作成委託料 

多面的機能発揮促進事業補助金 

認定農用地台帳作成委託料 

多面的機能発揮促進事業補助金 

事 業 費 ５９，６０７千円 ５９，６０７千円 ５９，６０７千円 

事 業 名 田んぼアート米づくり体験事業 所管課 農政課 

事業内容 
古代蓮の里に隣接する水田に色彩の異なる複数の稲を植え付けて図柄を表現し、行田産米や観光地行田をＰＲすると共

に、農業体験を通じた交流の促進や農業への理解を醸成します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

田んぼアート米づくり体験事業推進協

議会補助金 

田んぼアート米づくり体験事業推進協

議会補助金 

田んぼアート米づくり体験事業推進協

議会補助金 

事 業 費 １２，０００千円 １２，０００千円 １２，０００千円 
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重点政策３ 交通インフラの整備 

 

(１)施策のポイント 
 

 

 

 

 

 

 

(２)施策の方向性 
 

・効率的かつ持続可能な次世代の地域公共交通を目指し、ＡＩ(人工知能)を活用したデマンド型交通やライ

ドシェア、シェアサイクルなど新たな交通手段を確保するとともに、自動運転などの新たなモビリティサー

ビスの導入を検討することで、多様な移動ニーズに対応します。 

・地域の輸送力向上のため、市内の医療や福祉施設等の送迎車等、様々な交通資源の活用を検討します。 

・深刻化するバスやタクシーなどの乗務員不足に対応するため、交通事業者と連携した乗務員確保の取組

みにより、本市の地域公共交通の維持を図ります。 

・鉄道事業者との連携などにより、鉄道や鉄道駅の利便性向上や安全性向上を図ります。 

 

(３)成果指標 
 

№ 目標指標 基準値 
年度目標 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

７ 

「市内循環バスなど公共交通の利便性」に不満を感じて

いる人の割合 

（アンケート調査で「不満」「どちらかといえば不満」と答

えた人の割合） 

５６．１％ 

（令和５年度） 
５０％未満 ５０％未満 ５０％未満 

８ 

公共交通の利用者数 

（鉄道（ＪＲ、秩父鉄道の市内各駅）、路線バス（吹上線、真

名板線、犬塚線）、市内循環バス各路線、乗合型ＡＩデマン

ドタクシーの年間利用者数） 

４０６万人 

（令和５年度） 
４０６万人 ４０６万人 ４０６万人 

  

重点政策２で掲げた雇用創出にあたり、より多くの企業を誘致するためには、高速道路へのアクセス

改善が必要です。国道１７号熊谷バイパスの高規格化とともに、上尾道路Ⅱ期区間の早期開通や、深谷

バイパス、上武道路の４車線化などを、県や周辺市とともに要望していきます。 

市民の日常生活における交通利便性向上は、市の中心部にＪＲ駅を有しない本市にとって重要課題

の一つです。市内地域公共交通の再編により、市民が快適に移動できる環境を構築します。 
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(４)実施事業 
 

 重点政策３ 交通インフラの整備 

事 業 名 乗合型ＡＩオンデマンド交通運行事業 所管課 交通政策課 

事業内容 

自家用車がなくても安心して移動できる行田に向け、ＡＩを活用し、利用者の予約に応じた配車により効率的な輸送を行

う乗合型の交通「うきしろ号」を運行します。令和８年度は、市外乗り入れに取り組むとともに、公共交通と一目でわかる

ような車両のラッピングを実施します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

ＡＩオンデマンド交通事業補助金 

消耗品費 

印刷製本費 

郵便料 

ＡＩオンデマンド交通事業補助金 

消耗品費 

印刷製本費 

郵便料 

ＡＩオンデマンド交通事業補助金 

消耗品費 

印刷製本費 

郵便料 

事 業 費 ４８，５４５千円 ４８，４５７千円 ４８，９７８千円 

事 業 名  ［新規］ 乗ってみよう！夏のおでかけ応援事業 所管課 交通政策課 

事業内容 
公共交通に親しみ、利用を促すとともに地域の公共交通を考える機会づくりの一環として、夏休み中の小学生を対象に

乗合型ＡＩオンデマンド交通「うきしろ号」のポイントラリーを実施します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

記念品費 

消耗品費 

印刷製本費 

記念品費 

消耗品費 

印刷製本費 

記念品費 

消耗品費 

印刷製本費 

事 業 費 ２０９千円 ２０９千円 ２０９千円 

事 業 名 市内循環バス運行事業 所管課 交通政策課 

事業内容 
生活路線バスを補完し、市民や観光客などの公共交通を必要とする方の移動手段を確保するために、市内循環バスを運

行します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

循環バス運行経費補助金 

消耗品費 

印刷製本費 

郵便料 

循環バス運行経費補助金 

消耗品費 

印刷製本費 

郵便料 

循環バス運行経費補助金 

消耗品費 

印刷製本費 

郵便料 

事 業 費 ９４，４０８千円 ９４，５４１千円 ９５，４８５千円 

事 業 名  ［新規］ 公共交通利用環境整備事業 所管課 交通政策課 

事業内容 公共交通を快適に利用できるよう、バスの待ち時間に休憩できるベンチや待合所（日除け）を設置します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

施設整備工事請負費 

事業用器具費 

施設整備工事請負費 

事業用器具費 

事業用器具費 

事 業 費 ５，６００千円 ３，２００千円 ７００千円 
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 重点政策３ 交通インフラの整備 

事 業 名 生活路線バス運行支援事業 所管課 交通政策課 

事業内容 市民の重要な移動手段のひとつである生活路線バスの運行継続のため、運行経費を補助します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

生活路線バス運行事業補助金 

熊谷駅・犬塚間路線バス利用促進協議

会負担金 

公共交通乗降調査委託料 

生活路線バス運行事業補助金 

熊谷駅・犬塚間路線バス利用促進協議

会負担金 

公共交通乗降調査委託料 

生活路線バス運行事業補助金 

熊谷駅・犬塚間路線バス利用促進協議

会負担金 

公共交通乗降調査委託料 

事 業 費 １２，８７５千円 １３，４６６千円 １３，５９３千円 

事 業 名 日本版ライドシェアの活用 所管課 交通政策課 

事業内容 
タクシーが不足する夜間の移動需要に応える「日本版ライドシェア」について、より一層の制度周知を図ります。 

【運行する曜日・時間帯】火曜日から土曜日の２０時３０分から翌１時３０分 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

印刷製本費 

消耗品費 

印刷製本費 印刷製本費 

事 業 費 ７１４千円 ２８４千円 ２８４千円 

事 業 名 シェアサイクル事業 所管課 − 

事業内容 

市内各所にサイクルポートを設置し、どのポートからでも乗り降りできるシェアサイクルを官民連携で実施します。 

【サイクルポート設置場所】ＪＲ行田駅前観光案内所、郷土博物館、古代蓮の里など市内全１２か所、熊谷市内２９か所 

                 （熊谷市内にも設置されているポートとの相互利用可） 

【利用可能時間】２４時間 

【利用料金】１０分８８円（上限８時間２，０００円） 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

   

事 業 費 ０千円 ０千円 ０千円 

事 業 名 交通災害共済事業 《特別会計》 所管課 交通政策課 

事業内容 
交通事故により被害を受けた者又はその遺族を救済するための共済制度を設け、見舞金を支給することにより、市民生

活の安定を図ります。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

共済見舞金支給 共済見舞金支給 共済見舞金支給 

事 業 費 ２９，１９４千円 ２９，１９４千円 ２９，１９４千円 

  

予算計上なし 
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施策１ 健康づくりと福祉の充実 

 

(１)施策のポイント 
 

 

 

 

 

 

 

(２)施策の方向性 
 
・人生１００年時代のWell-Being(幸福長寿)の実現につながるヘルスケアである「プレコンセプションケ

ア」を推進します。 

・乳幼児期から高齢期に至るまで継続した健康づくり(ライフコースアプローチ)の観点に立ち、健康に関す

る正しい知識の普及や、検診、健康相談などを推進するほか、ワクチン接種の支援の充実を図ることなど

により、市民の健康づくりを推進します。 

・地域共生社会の推進に向けて、「地域共生型・多世代交流型」の移動販売をはじめとする地域づくりや、ひ

きこもり・ヤングケアラーなどへのアウトリーチ及び参加支援を行うとともに、複雑化・複合化する相談に

は、丸ごと受け止め、関係機関が連携して支援に取り組みます。 

・誰もが住み慣れた地域でその人らしく最期まで暮らせるよう、地域包括ケアシステムの強化に取り組むと

ともに、一人暮らし高齢者や認知症の方などを支援します。 

・高齢になっても、認知症になっても、希望をもって自分らしくいきいきと、楽しく暮らせるよう、高齢者の

活躍の場づくりの充実や社会参加を促進します。 

・障がいを理由とする差別を解消し、障がいのある人もない人も分け隔てられることなく、互いに人格と個

性が尊重される共生社会を推進するため、相談支援を行います。 

・障がいのある人が自身の能力や個性を発揮しながらいきいきと働き、自立した生活を送れるよう、障がい

に関する正しい知識の普及啓発や、相談体制及び福祉サービスの充実に加えて、就労支援や多様な就労

機会の拡充を図ります。 

・全ての市民が安心して生活を送ることができるよう、生活困窮者に自立支援を行うとともに、生活保護制

度を適正に運用します。 

・高齢者を中心とする市民の健康の保持、増進、社会参加、生きがいの高揚等を図るため、２０２６(令和８)

年に、第３８回全国健康福祉祭埼玉大会(ねんりんピック彩の国さいたま２０２６)を本市においても開催し

ます。 
 

(３)成果指標 
 

№ 目標指標 基準値 
年度目標 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

９ 

健康寿命 

（６５歳以上に達した人が自立した生活を送る期間（介護

保険制度の要介護２以上になるまでの期間）） 

男性１７．９３歳 

女性２１．１２歳 

（令和５年度） 

延伸 延伸 延伸 

１０ 

要介護・要支援認定率 

（要介護・要支援認定者数（第１号被保険者のみ）／６５歳

以上の人口×１００） 

１５．９％ 

（令和８年見込み） 
15.9% 

－ 

（次期関連計画に

おいて設定） 

－ 

（次期関連計画に

おいて設定） 

１１ 

障がい者の一般就労移行者数 

（基準値×１．２８（Ｒ８までの国目標値））（就労系障害福

祉サービス事業所から、一般企業等へ就職する障がい者

の数（一般就労移行者数）） 

１９人 

（令和５年度） 
２２人 ２３人 ２４人 

乳幼児から高齢者、障がいのある方まで、誰もがいきいきと健康でいられるための支援や取組みを

通じて、全ての市民が幸せを感じることができるまちづくりを進めます。 

生活困窮者や障がい者だけでなく、ひきこもりやヤングケアラーなど制度の狭間にある人に対する

漏れのない支援を通じて、誰もが孤立せずその人らしい生活を送ることができる地域共生社会を推進

します。 
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(４)実施事業 
 

 施策１ 健康づくりと福祉の充実 

事 業 名 プレコンセプションケア推進事業 所管課 こども家庭センター、子ども未来課、健康課 

事業内容 

妊娠前からの生活習慣や食生活の見直し、葉酸摂取の必要性など、妊娠に備えた健康管理に関する正しい知識の普及を

図ります。未就学児を持つ保護者に対しては、自分の体と命を守り、他者の体と命も大切にすることを、子どもに正しく

伝えるための研修会を実施します。また、児童・生徒向けの性教育や生活習慣改善、小学校６年生から高校１年相当の男

子へのＨＰＶワクチン任意接種費用の助成、成人向けの仕事・ライフデザインに関する講座を通じて、生涯にわたる健康づ

くりを促進します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

謝金 

消耗品費 

印刷製本費 

事業用器具費 

予防接種費助成金 等 

謝金 

消耗品費 

印刷製本費 

予防接種費助成金 等 

謝金 

消耗品費 

印刷製本費 

予防接種費助成金 等 

事 業 費 ３，２８４千円 ３，８２７千円 ３，８２７千円 

事 業 名 国民健康保険事業 ≪特別会計≫ 所管課 健康課 

事業内容 国民健康保険被保険者の健康の保持増進等のため、必要な保険給付の充実を図ります。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

保険給付 等 保険給付 等 保険給付 等 

事 業 費 ７，９３０，９２６千円 ８，１９７，９４１千円 ８，４４０，４５３千円 

事 業 名 後期高齢者医療事業 ≪特別会計≫ 所管課 健康課 

事業内容 埼玉県内全市町村が加入する後期高齢者医療広域連合が運営主体となり、保険財政の安定化を図ります。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

後期高齢者医療広域連合納付金 等 後期高齢者医療広域連合納付金 等 後期高齢者医療広域連合納付金 等 

事 業 費 １，５８８，９８０千円 １，５９６，０２４千円 １，６８５，２４６千円 

事 業 名 感染症予防事業 所管課 こども家庭センター、健康課 

事業内容 

小児から高齢者を対象として定期予防接種を実施することで、感染症による死亡率の低下、感染後遺症の予防及び感染

症の流行の抑制を図ります。令和８年度から、定期接種の対象として新たに妊婦を対象としたＲＳウイルスワクチン（母子

分）を追加するほか、７５歳以上の方を対象として高用量インフルエンザワクチン（成人分）を実施します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

予防接種委託料 

印刷製本費 

予防接種費助成金 

郵便料 等 

予防接種委託料 

印刷製本費 

予防接種費助成金 

郵便料 等 

予防接種委託料 

印刷製本費 

予防接種費助成金 

郵便料 等 

事 業 費 

２６２，８６９千円 

【母子分】 １４３，８２１千円 

【成人分】 １１９，０４８千円 

２７１，２９３千円 

【母子分】 １５２，２４５千円 

【成人分】 １１９，０４８千円 

２７１，９０８千円 

【母子分】 １５２，８６０千円 

【成人分】 １１９，０４８千円 
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事 業 名 がん検診対策及び各種検（健）診推進事業 所管課 健康課 

事業内容 

がん検診及び各種検（健）診を集団又は個別で実施し、市民の受診率向上を図ることで、がん等疾病の早期発見・早期治

療に繋げます。また、がん治療に対する支援として骨髄移植の実施や医療用ウイッグ等の購入に要する費用のほか、若年

の末期がん患者における在宅生活に要する費用を助成します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

検診委託料 

骨髄移植ドナー助成金 

がん患者アピアランスケア用品購入費

助成金 

若年性在宅ターミナルケア助成金 等 

検診委託料 

骨髄移植ドナー助成金 

がん患者アピアランスケア用品購入費

助成金 

若年性在宅ターミナルケア助成金 等 

検診委託料 

骨髄移植ドナー助成金 

がん患者アピアランスケア用品購入費

助成金 

若年性在宅ターミナルケア助成金 等 

事 業 費 １１７，６１４千円 １１７，６１４千円 １１７，６１４千円 

事 業 名 第二次救急輪番制病院運営費補助事業 所管課 健康課 

事業内容 
医療における市民の安心、安全を確保するために、第二次救急輪番制病院運営事業に参加している市内の病院に、輪番

日数に応じて補助金を交付します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

第二次救急輪番制病院運営事業補助

金 

第二次救急輪番制病院運営事業補助

金 

第二次救急輪番制病院運営事業補助

金 

事 業 費 ８，１２５千円 ８，１２５千円 ８，１２５千円 

事 業 名 地域共生社会推進事業（重層的支援体制整備事業） 所管課 地域共生社会推進課 

事業内容 

子ども・障がい・高齢・生活困窮といった分野を超えた包括的な相談支援体制の構築と多機関協働による連携支援体制

の強化を図り、漏れのない相談支援体制の構築を図ります。また、支援が必要となる方への継続的な訪問と社会とのつ

ながりに向けた支援を進め、誰ひとり取り残さない支援体制の構築を図ります。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

謝金 

訪問支援事業委託料 

社会参加支援事業委託料 

相談支援業務委託料 等 

謝金 

訪問支援事業委託料 

社会参加支援事業委託料 

相談支援業務委託料 等 

謝金 

訪問支援事業委託料 

社会参加支援事業委託料 

相談支援業務委託料 等 

事 業 費 １３，２１８千円 １４，８４８千円 １４，９０７千円 

事 業 名 地域共生型・多世代交流型移動販売事業 （うえたん号による買い物支援） 所管課 地域共生社会推進課 

事業内容 
行田市とウエルシア薬局株式会社との連携協定に基づく移動販売を通じ、買い物課題の解決に取り組むとともに、買い

物を通じた多世代交流の促進、地域コミュニティの活性化を図ります。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

郵便料 郵便料 郵便料 

事 業 費 
３９千円 

（地域共生社会推進事業に含む） 

３９千円 

（地域共生社会推進事業に含む） 

３９千円 

（地域共生社会推進事業に含む） 
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事 業 名 通いの場移動支援事業（重層的支援体制整備事業） 所管課 高齢者福祉課 

事業内容 高齢者の方の「通いの場」への移動支援に協力する社会福祉法人等に対し、移動支援にかかる経費を補助します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

通いの場移動支援業補助金 通いの場移動支援業補助金 通いの場移動支援業補助金 

事 業 費 ２，０２８千円 ２，０２８千円 ２，０２８千円 

事 業 名 総合福祉会館再整備事業 所管課 地域共生社会推進課 

事業内容 
総合福祉会館内の各種設備に経年劣化や機能不全が生じていることから、定期的な点検・診断に基づく計画的な改修を

行い施設の長寿命化を図ります。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

設備改修工事請負費 

修繕料 

設備改修工事請負費 

修繕料 

設備改修工事請負費 

修繕料 

事 業 費 ２９，５００千円 １３，９００千円 ２２，０００千円 

事 業 名 介護保険事業 ≪特別会計≫ 所管課 高齢者福祉課 

事業内容 

「いきいきと暮らし共に支え合うまちをつくる」を基本理念に誰もが住み慣れた地域で、その人らしく人生の最後まで暮

らせるよう、必要なサービスの提供や支援を行う体制を確保し、健康でいきいきとした高齢者を増やし、介護を必要とす

る人を抑制するため、介護保険事業を実施します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

介護給付 

予防給付 

地域支援事業（介護予防・日常生活支

援総合事業、包括的支援事業、任意事

業） 

介護給付 

予防給付 

地域支援事業（介護予防・日常生活支

援総合事業、包括的支援事業、任意事

業） 

介護給付 

予防給付 

地域支援事業（介護予防・日常生活支

援総合事業、包括的支援事業、任意事

業） 

事 業 費 ７，５０７，５０４千円 ７，７８５，６７０千円 ８，０８３，６４６千円 

事 業 名 認知症関連事業 所管課 高齢者福祉課 

事業内容 

認知症の方が住み慣れた地域で安心して暮らしていけるよう必要な医療、介護及び生活支援を行うサービスを有機的に

連携したネットワークを形成します。認知症の早期発見における病状の悪化のための支援、その他の認知症又はその疑

いのある被保険者に対する総合的支援を行います。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

印刷製本費 

認知症カフェ事業委託料 

認知症地域支援推進員業務委託料 

謝金 

印刷製本費 

認知症カフェ事業委託料 

認知症地域支援推進員業務委託料 

謝金 

印刷製本費 

認知症カフェ事業委託料 

認知症地域支援推進員業務委託料 

謝金 

事 業 費 
１２，３１５千円 

（介護保険事業≪特別会計≫に含む） 

１２，５０７千円 

（介護保険事業≪特別会計≫に含む） 

１２，６９９千円 

（介護保険事業≪特別会計≫に含む） 
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事 業 名 成年後見センター運営事業 所管課 高齢者福祉課 

事業内容 

地域連携ネットワークのコーディネートを担う中核的な機関（成年後見センター）を設置し、専門職団体・関係機関の協力・

連携強化を図るために関係者のコーディネートを行う役割である協議会の運営等を実施することで、成年後見制度を必

要とする人に支援が行き届く体制を構築します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

成年後見中核センター運営委託料 

権利擁護人材育成事業委託料 

成年後見中核センター運営委託料 

権利擁護人材育成事業委託料 

成年後見中核センター運営委託料 

権利擁護人材育成事業委託料 

事 業 費 ７，１６７千円 ７，１６７千円 ７，１６７千円 

事 業 名 地域包括支援センター運営事業（重層的支援体制整備事業） 所管課 高齢者福祉課 

事業内容 

高齢者が住み慣れた地域で尊厳ある生活を続けられるよう必要な相談・援助を包括的に行う「地域包括支援センター」を

市内に５か所設置し、多職種相互の協働等により連携することで、個々の高齢者等の状況や変化に応じて、包括的かつ継

続的に支援し、複雑化かつ複合的課題のある方に対する支援体制づくりを行います。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

委員謝金 

地域包括支援センター運営委託料 等 

委員謝金 

地域包括支援センター運営委託料 等 

委員謝金 

地域包括支援センター運営委託料 等 

事 業 費 １１８，１８０千円 １２０，８２６千円 １２４，０２２千円 

事 業 名 生活支援体制整備事業（重層的支援体制整備事業） 所管課 高齢者福祉課 

事業内容 

地域課題や資源の把握を行い、課題と資源のマッチングや、新たなサービスの創出、関係機関とのネットワーク構築を図

り、多様な日常生活上の支援体制の充実、強化及び高齢者、障害者等の社会参加を一律的に図り、高齢者等も共に生き

る地域共生社会を構築します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

生活支援体制整備事業委託料 

謝金 等 

生活支援体制整備事業委託料 

謝金 

生活支援体制整備事業委託料 

謝金 

事 業 費 ５，７４８千円 ５，５０３千円 ５，６５３千円 

事 業 名 高齢者等介護者手当支給事業 所管課 高齢者福祉課 

事業内容 
日常生活に著しい支障のある重度要介護高齢者を在宅で介護している者に対し、月額５千円の手当を毎年度４月、８月

及び１２月の３期にそれぞれの前月までの分を支給します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

高齢者等介護者手当支給費 高齢者等介護者手当支給費 高齢者等介護者手当支給費 

事 業 費 ４，７３０千円 ５，１５０千円 ５，３００千円 
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事 業 名 紙おむつ給付事業 所管課 高齢者福祉課 

事業内容 
在宅の要介護者の方に対して毎月紙おむつ及び尿取りパットを給付することにより、本人やその家族を援助し、精神的、

経済的負担等の軽減を図ります。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

紙おむつ給付費 紙おむつ給付費 紙おむつ給付費 

事 業 費 １４，７２８千円 １４，７２８千円 １４，７２８千円 

事 業 名 敬老お祝品引換事業及び高齢者優待事業 所管課 高齢者福祉課 

事業内容 
７５歳以上の高齢者に市内店舗等ごとに決められた商品等と交換ができる商品引換券（７００円相当）を贈呈し、高齢者

に対し敬老の意を表するとともに、地域経済の活性化を図ります。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

記念品費 

印刷製本費 

郵便料 

封入封緘手数料 

記念品費 

印刷製本費 

郵便料 

封入封緘手数料 

記念品費 

印刷製本費 

郵便料 

封入封緘手数料 

事 業 費 １４，４４５千円 １７，９７４千円 １８，３３８千円 

事 業 名 敬老祝金贈呈事業 所管課 高齢者福祉課 

事業内容 
敬老の意を表するとともに長寿を祝福するため、喜寿（７７歳）、米寿（８８歳）、白寿（９９歳）となった高齢者に対し、それ

ぞれ１万円、２万円、３万円の市内共通商品券を贈呈します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

敬老祝金 敬老祝金 敬老祝金 

事 業 費 ２３，８００千円 ２５，４４０千円 ２７，５７０千円 

事 業 名 老人福祉センター大堰永寿荘トイレ改修事業 所管課 高齢者福祉課 

事業内容 
老人福祉センター大堰永寿荘のトイレ設備が老朽化しているため、改修工事を実施することで快適な利用環境を提供し、

施設機能の維持を図ります。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

工作物更新工事請負費   

事 業 費 ６，８００千円 － － 
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事 業 名 北埼玉地域基幹相談支援センター運営事業 （重層的支援体制整備事業） 所管課 福祉課 

事業内容 
地域における相談支援の中核的な役割を担う北埼玉地域基幹相談支援センターを行田市、羽生市、加須市の３市で共同

設置することで、関係機関と連携した重層的な相談支援体制を確保します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

障害者基幹相談支援センター運営委

託料 

障害者基幹相談支援センター運営委

託料 

障害者基幹相談支援センター運営委託

料 

事 業 費 ５，７２８千円 ５，７２８千円 ５，７２８千円 

事 業 名 地域生活支援事業 所管課 福祉課 

事業内容 
地域における障がい者（児）の在宅生活を支援し、自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、各種支援や

日常生活用具給付等を行います。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

地域生活支援費 地域生活支援費 地域生活支援費 

事 業 費 ４１，４８９千円 ４１，４８９千円 ４１，４８９千円 

事 業 名 自立支援給付サービス費 所管課 福祉課 

事業内容 
障がい者及び障がい児が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、必要な障がい福祉サービスの給付

を行います。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

自立支援サービス等給付費 自立支援サービス等給付費 自立支援サービス等給付費 

事 業 費 ２，０００，０００千円 ２，１０５，４３９千円 ２，１０５，４３９千円 

事 業 名 障害児通所給付事業 所管課 福祉課 

事業内容 
心身に障がい又は発達の遅れがある児童について、児童発達支援や放課後等デイサービス等の通所支援サービス利用

に係る給付費を支援します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

障害児通所給付費 障害児通所給付費 障害児通所給付費 

事 業 費 ５００，０００千円 ５２９，６６０千円 ５２９，６６０千円 
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事 業 名 重度心身障害者医療費助成事業 所管課 福祉課 

事業内容 
重度心身障害者に係る医療費の一部負担金を助成することにより、障害者本人及びその家族の経済的負担の軽減を図

ります。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

重度心身障害者医療扶助費 

審査支払手数料 

ＯＡシステム作成委託料 

ＯＡシステム保守点検委託料 

郵便料 等 

重度心身障害者医療扶助費 

審査支払手数料 

ＯＡシステム作成委託料 

ＯＡシステム保守点検委託料 

郵便料 等 

重度心身障害者医療扶助費 

審査支払手数料 

ＯＡシステム作成委託料 

ＯＡシステム保守点検委託料 

郵便料 等 

事 業 費 １９０，０００千円 １９０，０００千円 １９０，０００千円 

事 業 名 生活困窮者自立相談支援事業 （重層的支援体制整備事業） 所管課 福祉課 

事業内容 
生活保護に至る前の生活困窮者に対して、就労その他の自立に関する相談支援を行うことで、生活困窮状態からの早期

自立を支援します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

相談支援業務委託料 相談支援業務委託料 相談支援業務委託料 

事 業 費 １４，８７１千円 １４，８７３千円 １５，００５千円 

事 業 名  ［新規］ 被保護者年金申請支援事業 所管課 福祉課 

事業内容 

国が所管する年金記録について、未だ個人に統合されておらず解明を要する記録が多数存在する状況であるため、生活

保護被保護者を対象に年金加入記録の調査を実施し、新たに年金が受給可能であることが判明した際には、代行して受

給手続を行い、生活保護制度の適正化や被保護者の自立支援を図ります。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

申請支援業務委託料 申請支援業務委託料 申請支援業務委託料 

事 業 費 １３，２００千円 １３，２００千円 １３，２００千円 

事 業 名  ［新規］ 預貯金等照会電子化事業 所管課 福祉課 

事業内容 

生活保護業務における預貯金等調査について、紙の帳票によって行ってきた金融機関等への照会に電子サービスを導

入することにより、照会文書の作成や発送に係る業務量、用紙の部数、印刷費用、郵便費用の削減を図ります。また、回答

受領までの期間が短縮されることにより、生活保護の迅速な受給決定を推進します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

手数料 手数料 手数料 

事 業 費 １，２３４千円 １，０８４千円 １，０８４千円 
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 施策１ 健康づくりと福祉の充実 

事 業 名 ねんりんピック埼玉大会剣道交流大会 所管課 高齢者福祉課 

事業内容 

令和８年１１月開催の「ねんりんピック彩の国さいたま２０２６剣道交流大会」を円滑に運営し、全国から本市にお越しにな

る方々を心のこもったおもてなしで迎え、本市の魅力を全国に発信します。本大会では、開始式（セレモニー、アトラクショ

ン、記念品の贈呈）、閉会式での表彰や副賞、試合の実況中継などを行います。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

ねんりんピック埼玉大会実行委員会補

助金 

  

事 業 費 １６，１６０千円 － － 
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施策２ 市民の安全・安心の確保 

 

(１)施策のポイント 
 

 

 

 

 

 

 

(２)施策の方向性 
 

・高規格堤防整備や河川改修の促進、雨水貯留施設の整備など、治水対策の充実を図ります。 

・住宅の耐震改修促進などにより、地震に強い住まいづくりを促進します。 

・防災士の資格取得支援や防災に関する研修会、訓練などを通じて、自助・共助の取組みを促進し地域の防

災力向上を図ります。 

・備蓄品の拡充や民間事業者等と連携した取組みなどにより、避難所生活の質の向上や災害対応力の強化

を図ります。 

・要配慮者への対応や福祉避難所の体制整備などにより、支援を要する方の避難体制の強化を図ります。 

・自主防犯活動団体に対する支援や、団体等と連携した防犯パトロールカーによる巡視など、防犯体制の充

実を図るとともに、犯罪被害者等に対する適切な支援を通じて、誰もが安心して暮らすことができる地域

社会の実現を目指します。 

・防犯灯や防犯カメラの設置等により、犯罪の抑止力強化を図ります。 

・交通安全施設の適正な管理や、交通安全教育、啓発イベントなどを通じて、交通事故のない安全なまちづ

くりを推進します。 

・消防資機材や車両などの適切な更新、消防団の強化などにより、消防力の強化を図ります。 

・救急救命士養成や救急救助隊員の資質向上などを通じて、救急・救助体制の充実を図ります。 

・増加する救急需要に対応するため、予防救急や救急車適正利用の啓発などに取り組みます。 

・火災予防の啓発により、安全なまちづくりを推進します。 

・救急に関する講習会やイベントを通じて、応急手当の普及啓発を図ります。 

・さらなる消防力の強化に向けて、消防の組織強化や消防広域化について検討を行います。 

 

(３)成果指標 
 

№ 目標指標 基準値 
年度目標 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

１２ 
市の防災士養成講座により防災士資格を取得した人数 

（累計） 

１６１人 

（令和５年度） 
２９４人 ３２６人 ３５８人 

１３ 

防災訓練を実施している自主防災組織の割合 

（自主防災組織調査で、防災訓練を「実施している」と答

えた組織の割合） 

４４％ 

（令和５年度） 
７５％ ７８％ ７９％ 

  

利根川と荒川の二大河川に挟まれ、他にも多くの河川や水路が市域を流れる本市において、治水対

策は重要です。国や県と連携した取組みも含めた治水対策や、避難所の環境整備、自助・共助促進の取

組みなどを通じて、災害に強いまちづくりを進める必要があります。 

消防や救急・救命体制の強化や、警察などの関係機関、自主防犯活動団体と連携した取組みなどに

より、全ての市民が安心して暮らせるまちを目指します。 
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(４)実施事業 
 

 施策２ 市民の安全・安心の確保 

事 業 名 田んぼダム事業 所管課 農政課 

事業内容 
昨今増加する大雨や台風などの際に、水位調整管を設置し、一時的に田んぼに水を貯め徐々に排水することにより、市

街地の洪水被害の軽減を図ります。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

調査測量設計委託料 

水田貯留設備整備工事請負費 

調査測量設計委託料 

水田貯留設備整備工事請負費 

調査測量設計委託料 

水田貯留設備整備工事請負費 

事 業 費 ２１，６４０千円 ２１，６４０千円 ２１，６４０千円 

事 業 名 出水対策事業 所管課 道路治水課 

事業内容 

これまで実施した小学校３校（忍小学校、南小学校、西小学校）に加え、令和８年度に泉小学校に校庭貯留施設を整備する

ほか、新たに浸水が常襲化している持田地区の一部の出水対策を実施することで、台風や集中豪雨による出水被害の軽

減を図ります。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

校庭貯留施設整備工事請負費 設計委託料 

工事請負費 

工事請負費 

事 業 費 １１７，０００千円 １８，０００千円 １００，０００千円 

事 業 名 排水ポンプ制御盤等更新事業 所管課 道路治水課 

事業内容 
局地的な豪雨や台風等による浸水や冠水などの水災害を未然にふせぐため、老朽化した排水ポンプや制御盤を計画的

に更新し、適切な維持管理に取り組み治水機能の向上を図ります。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

設備改修工事請負費 設備改修工事請負費 設備改修工事請負費 

事 業 費 ３２，０００千円 ３６，０００千円 ５０，０００千円 

事 業 名 排水路改良事業 所管課 道路治水課 

事業内容 
排水機能の向上を図るため、元来農業用排水路としての機能を果たしてきた素掘り水路について、コンクリート水路への

改良工事を実施します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

調査測量設計委託料 

排水路改良工事請負費 

調査測量設計委託料 

排水路改良工事請負費 

調査測量設計委託料 

排水路改良工事請負費 

事 業 費 １７，９００千円 ４１，０００千円 ４１，０００千円 
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 施策２ 市民の安全・安心の確保 

事 業 名 防災体制整備事業 所管課 危機管理課 

事業内容 

指定避難所に設置した防災備蓄倉庫に備蓄している食料、水等の計画的な更新及び拡充に加え、必要な資機材等を拡充

整備します。また防災訓練を実施（令和８年度は全５２指定避難所での避難訓練を実施）するほか、各地域の自主防災組

織による防災訓練に対して訓練用消耗品の物的支援などを行うことで、地域の防災力向上を図ります。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

防災備蓄品費 

職員手当 

消耗品費 

防災備蓄品費 

職員手当 

消耗品費 等 

防災備蓄品費 

職員手当 

消耗品費 等 

事 業 費 １０，８０４千円 ９，７３３千円 ９，７９３千円 

事 業 名 防災行政無線維持管理事業 所管課 危機管理課 

事業内容 
災害時に迅速かつ確実に情報を伝達するため、計画的に防災行政無線屋外拡声子局のバッテリー交換をします。また、 

防災行政無線屋外拡声子局の移設等に伴い、スピーカーの機能強化を図ります。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

修繕料 

防災行政無線設置工事請負費 

修繕料 

防災行政無線設置工事請負費 

修繕料 

防災行政無線設置工事請負費 

事 業 費 ７，０７１千円 ２，１２０千円 ２，１２０千円 

事 業 名 住宅用防犯カメラ設置費補助事業 所管課 地域活動推進課 

事業内容 
留守中の家屋に侵入し窃盗を行う空き巣等の対策として、住宅に防犯カメラを設置する世帯に対し、補助金を交付しま

す。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

防犯カメラ設置費補助金 防犯カメラ設置費補助金 防犯カメラ設置費補助金 

事 業 費 ６，０００千円 ６，０００千円 ６，０００千円 

事 業 名 街頭防犯カメラ設置事業 所管課 地域活動推進課 

事業内容 

市民の安全・安心を守るため、犯罪の抑止効果が期待できる防犯カメラを設置し、防犯のまちづくりを推進します。 

また、防犯意識の向上と注意喚起を目的として「防犯カメラ作動中」の看板を令和８年度に作成し、市内各所へ順次設置

します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

防犯カメラ設置工事請負費 

看板等作成委託料 

防犯カメラ設置工事請負費 防犯カメラ設置工事請負費 

事 業 費 ９，９１２千円 ９，４６０千円 ９，４６０千円 
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 施策２ 市民の安全・安心の確保 

事 業 名 交通安全施設整備事業 所管課 交通政策課 

事業内容 
道路交通の円滑化と交通事故を未然に防ぐため、交通安全施設の設置及び修繕を行い、道路交通の危険個所を改善しま

す。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

工事請負費 

修繕料 

工事請負費 

修繕料 

工事請負費 

修繕料 

事 業 費 １１，１８５千円 １２，０００千円 １２，０００千円 

事 業 名 児童交通公園維持管理事業 所管課 交通政策課 

事業内容 

児童交通公園内に設置された信号機などの交通安全施設を適切に維持管理し、子どもたちが遊びながら交通ルールや

交通マナーを学べる環境を提供します。令和８年度は、児童交通公園のさらなる利用促進を図るため、踏切装置の改修を

実施するとともに、日除け用の東屋を設置し、より快適で魅力的な公園づくりを進めます。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

調査測量設計委託料 

交通安全施設整備工事請負費 

施設整備工事請負費 

消耗品費 

修繕料 

消耗品費 

修繕料 

消耗品費 

修繕料 

事 業 費 １０，６３７千円 １１４千円 １２４千円 

事 業 名 消防車両更新事業 所管課 消防総務課 

事業内容 火災や様々な災害に対応するため、行田市消防本部管理車両更新基準に基づき、計画的に車両を更新します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

車両購入費 

救急用具購入費 

車両購入費 

救急用具購入費 

車両購入費 

事 業 費 ６２，５００千円 ５８，０００千円 ４２，０００千円 

事 業 名 消防庁舎整備及び更新事業 所管課 消防総務課 

事業内容 老朽化した給排水設備について、不具合が頻発していることから、施設を維持するための計画的な改修を行います。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

設備更新工事請負費 調査測量設計委託料 設備更新工事請負費 

事 業 費 １５，０００千円 ４，０００千円 ３６，０００千円 
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 施策２ 市民の安全・安心の確保 

事 業 名 消防本部庁舎受変電設備改修事業 所管課 消防総務課 

事業内容 
老朽化した受変電設備が故障した場合、電気供給が停止し業務遂行が著しく困難となることから、受変電設備を改修し、

予防保全と安定した業務維持を図ります。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

設備更新工事請負費   

事 業 費 ５６，０００千円 － － 

事 業 名 消防団庁舎更新事業 所管課 消防総務課 

事業内容 
消防団の車両や可搬消防ポンプ等の資機材を保管している消防団庁舎が老朽化していることから、消防団員の安全を確

保するとともに迅速かつ効果的な活動を行うため、計画的に建替を行います。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

調査測量設計委託料 

建物改修工事請負費 

調査測量設計委託料 

建物改修工事請負費 

建物改修工事請負費 

事 業 費 ３４，０００千円 ３４，０００千円 ３０，０００千円 

事 業 名 消防緊急通信指令施設整備及び更新事業 所管課 消防総務課 

事業内容 

平成２３年１０月から熊谷市と共同運用している高機能消防指令センター設備について、適切に保守点検を実施し、機器

の耐用年数を考慮した適切な更新を行います。令和１０年度は、高機能消防指令センター設備及び消防救急デジタル無線

設備の部分更新を熊谷市と共同で実施します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

消防通信指令事務協議会負担金 

施設機械設備保守点検委託料 

消防通信指令事務協議会負担金 

施設機械設備保守点検委託料 

消防通信指令事務協議会負担金 

施設機械設備保守点検委託料 

事 業 費 １４，６６４千円 １８，４１１千円 ４０２，５９４千円 
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施策３ 地域コミュニティと市民活動の推進 

 

(１)施策のポイント 
 

 

 

 

 

 

 

 

(２)施策の方向性 
 

・自治会運営に対する支援を行うとともに、市民の自治会への加入を促すことにより、地域コミュニティの

強化を図ります。 

・小規模自治会の統合をはじめとした自治会再編などにより、自治会運営の効率化を図ります。 

・市民活動に対する意識の醸成を図り、協働のまちづくりを推進します。 

・市民活動サポートセンターの機能の充実により、市民活動拠点の強化を図ります。 

・外国人住民への支援などにより、外国人との共生社会の実現を図ります。 

・地域公民館の充実により、地域の拠点としての機能を強化します。 

・セミナーや講座の開催などを通じて、家庭や職場、地域など様々な場面における男女共同参画の推進を

図ります。 

・講演会やイベントなどを通して、市民の平和意識醸成を図ります。 

・アーバンスポーツやｅスポーツなども含め、市民が年齢や障がいの有無に関わらず、様々なスポーツを楽

しむことができる環境を充実します。 

・市民の多様なニーズに対応できる講座を拡充するなど、生涯学習機会の充実を図ります。 

・歴史的資源を保存・活用するとともに、伝統文化の継承や文化・芸術の振興を図ります。 

・家庭や学校、地域など様々な場における人権教育や啓発を推進し、市民の人権意識醸成を図ります。 

 

(３)成果指標 
 

№ 目標指標 基準値 
年度目標 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

１４ 

「スポーツ施設や文化・芸術などの発表の場」に満足してい

る人の割合 

（アンケート調査で「満足」「どちらかといえば満足」と答えた

人の割合） 

１２．７％ 

（令和５年度） 
２０．０％ ２２．５％ ２５．０％ 

１５ 
市民公益活動登録団体数 

（市に登録している市民公益活動団体数（累計）） 

６１団体 

（令和５年度） 
６５団体 ６６団体 ６６団体 

１６ 
自治会加入率 

（自治会加入世帯数／全世帯数×１００） 

７９．７７％ 

（令和５年度） 
７８％ ７８％ ７８％ 

  

自治会や市民活動団体に対する支援や、活動環境の充実など、市民主体の活動を支えることで、地

域のコミュニティを維持、活性化していく必要があります。また、増加傾向にある外国人住民に対する

適切なサポートにより、共生社会の実現を目指します。 

健康寿命の伸長や余暇時間の増大などにより、文化・芸術活動やスポーツ活動に対するニーズは多

様化しています。市民が気軽に楽しめるよう、活動環境を整備するとともに、多様な選択肢を提供しま

す。 
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(４)実施事業 
 

 施策３ 地域コミュニティと市民活動の推進 

事 業 名 自治会補助事業 所管課 地域活動推進課 

事業内容 
地域に住む一人ひとりが助け合い、地域コミュニティの醸成を図りながら、快適で住みよい地域づくりを行う自治会の運

営費用の一部を補助することで、地域の活性化を推進します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

自治会補助金 自治会補助金 自治会補助金 

事 業 費 ２８，６７０千円 ２８，５５４千円 ２８，３５４千円 

事 業 名  ［新規］ 自治会ＤＸ推進事業 所管課 地域活動推進課 

事業内容 
自治会における課題を解決するため、自治会ＤＸ推進アドバイザーを派遣することで、自治会等における地域活動のデジ

タル化を推進し、ＳＮＳによる情報共有など業務の効率化に向けた取組を支援します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

謝金 謝金 謝金 

事 業 費 ２６４千円 ２６４千円 ２６４千円 

事 業 名  ［新規］ 地域コミュニティ多世代間交流補助事業（重層的支援体制整備事業） 所管課 地域活動推進課 

事業内容 
市内１５地区ごとに２つ以上の自治会や地域団体が合同により、多世代間交流の促進や地域の活性化に結びつく事業を

実施する場合に必要な経費の一部を補助することで、地域コミュニティの活性化を図ります。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

地域コミュニティ多世代間交流事業補

助金 

地域コミュニティ多世代間交流事業補

助金 

地域コミュニティ多世代間交流事業補

助金 

事 業 費 ３，７００千円 ３，７００千円 ３，７００千円 

事 業 名  ［新規］ 外国人住民のための生活マナーマニュアル作成事業 所管課 地域活動推進課 

事業内容 
市内在住の外国人住民向けの生活に関するマナーやルールに関するマニュアルを多言語で作成・配布することで、地域

住民と共生を図ります。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

翻訳料 

印刷製本費 

  

事 業 費 ２６２千円 － － 



53 

 施策３ 地域コミュニティと市民活動の推進 

事 業 名  ［新規］ 地域公民館外部改修事業 所管課 中央公民館 

事業内容 
地域公民館の外壁、屋根等に経年劣化が見受けられることから、各地域公民館個別施設計画に基づき改修工事を実施し

ます。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

調査測量設計委託料 調査測量設計委託料 

工事請負費 

調査測量設計委託料 

工事請負費 

事 業 費 ５，０００千円 ６１，０００千円 ５７，０００千円 

事 業 名 教育文化センター空調設備装置更新事業 所管課 中央公民館 

事業内容 教育文化センターの空調設備（ガスヒーポン空調機）に経年劣化が生じていることから、設備の更新等を実施します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

調査測量設計委託料 工事請負費  

事 業 費 ３，５００千円 ７８，０００千円 － 

事 業 名 総合体育館柔道場及び剣道場空調設備設置事業 所管課 スポーツ振興課 

事業内容 
総合体育館の柔道場及び剣道場に空調設備を設置することで、施設利用の促進を図るとともに、指定避難所としての機

能向上を図ります。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

設備改修工事請負費   

事 業 費 １０５，０００千円 － － 

事 業 名  ［新規］ 総合体育館トイレ改修事業 所管課 スポーツ振興課 

事業内容 
総合体育館内にあるトイレについて、和式の一部を洋式に改修することで、快適に施設を利用できる環境を整備すると

ともに、指定避難所としての機能向上を図ります。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

調査測量設計委託料 

設備改修工事請負費 

設備改修工事請負費  

事 業 費 １５，０００千円 ２６，０００千円 － 
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 施策３ 地域コミュニティと市民活動の推進 

事 業 名 総合体育館非常用発電設備改修事業 所管課 スポーツ振興課 

事業内容 総合体育館の非常用発電設備更新工事を実施し、災害時における防災機能を保持します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

設備改修工事請負費   

事 業 費 ４２，１０８千円 － － 

事 業 名 図書館蔵書等整備事業 所管課 図書館 

事業内容 
利用者のニーズに対応するとともに、市民の生涯学習活動を支える拠点施設としての役割を果たすため、引き続き多様

な資料を幅広く収集します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

図書費 

電子書籍利用料 等 

図書費 

電子書籍利用料 等 

図書費 

電子書籍利用料 等 

事 業 費 ８，０００千円 ８，０００千円 ８，０００千円 

事 業 名 図書館情報システム運用事業 所管課 図書館 

事業内容 
図書等の貸出・返却業務をはじめ、資料の検索や購入資料の発注など複雑かつ膨大な作業を迅速に処理する必要がある

ことから、引き続き図書館情報システムを活用することでスムーズに業務を行い、市民サービスの向上を図ります。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

ＯＡ機器保守点検委託料 

ＯＡシステム利用料 

ＯＡ機器借上料 

ＯＡ機器保守点検委託料 

ＯＡシステム利用料 

ＯＡ機器借上料 

ＯＡ機器保守点検委託料 

ＯＡシステム利用料 

ＯＡ機器借上料 

事 業 費 １２，１３４千円 １２，１３４千円 １２，１３４千円 

事 業 名 日本遺産魅力発信推進事業 所管課 文化財保護課 

事業内容 

市内に点在する日本遺産構成文化財の保存・活用を図るとともに、認知度を高めるため周遊イベント等を開催します。ま

た、日本遺産フェスティバルへの出展等を通じて、本市の日本遺産の魅力を全国に発信していきます。令和７年度に引き

続き、令和８年度は日本遺産を中心とする本市文化財の多言語解説整備を行います。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

日本遺産活用コンテンツ開発委託料 

（多言語化） 

文化財公開業務委託料 

（旧忍町信用組合店舗） 

日本遺産ガイダンスセンター運営委託 

料 等 

文化財公開業務委託料 

（旧忍町信用組合店舗） 

日本遺産ガイダンスセンター運営委託 

料 等 

文化財公開業務委託料 

（旧忍町信用組合店舗） 

日本遺産ガイダンスセンター運営委託 

料 等 

事 業 費 １５，６５９千円 ７，６１５千円 ７，６１５千円 
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 施策３ 地域コミュニティと市民活動の推進 

事 業 名 郷土博物館展示事業 所管課 郷土博物館 

事業内容 

「古代」・「中世」・「近世」・「近代」・「民俗」の各時代・分野のバランスを考慮したテーマ展・企画展を開催し、わかりやすい展 

示の解説や図録の刊行など、調査・研究の成果の周知と共有を図ることで、本市の歴史と文化の新たな魅力・価値を紹介 

します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

謝金 

旅費 

印刷製本費 

資料運搬委託料 

展示工事請負費 等 

謝金 

旅費 

印刷製本費 

資料運搬委託料 

展示工事請負費 等 

謝金 

旅費 

印刷製本費 

資料運搬委託料 

展示工事請負費 等 

事 業 費 ５，９０４千円 ６，５００千円 ６，０００千円 

事 業 名 郷土博物館施設設備改修事業 所管課 郷土博物館 

事業内容 

郷土博物館内の常設展示室、企画展示室、郷土博物館入口等に設置している防犯カメラのほか、外壁等の劣化が進んで

いることから、設備改修をすることで重要文化財をはじめとする貴重な資料の安全管理や、入館者の安全確保を図りま

す。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

施設改修工事請負費 施設改修工事請負費  

事 業 費 ４７，０００千円 ９，０００千円 － 
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施策４ 持続可能な都市基盤整備 

 

(１)施策のポイント 
 

 

 

 

 

 

(２)施策の方向性 
 

・国や県への要望・働きかけによる国県道の整備促進により、幹線道路ネットワーク充実と広域交通の利便

性向上を図ります。 

・国県道を補完する市の幹線道路整備を推進するとともに、主要交差点に地点名標識を設置して、快適な

道路環境の整備を図ります。 

・幹線道路舗装修繕計画に基づき、適切な維持管理に努めます。 

・生活道路等整備事業評価制度に基づき、狭あい道路の解消や道路、側溝等の修繕など、生活道路等の整

備を推進します。 

・橋梁長寿命化修繕計画に基づき、橋りょうの架け替えや予防修繕に努めます。 

・安全で快適な道路環境を保つため、適切な維持管理に努めるとともに、清掃美化活動を促進します。 

・上水道における老朽管の更新などにより、安全な水道水の供給を図ります。 

・公共下水道の整備を推進するとともに、施設の計画的な改築・更新等による適正な維持管理に努めます。 

・公共下水道への接続率向上を図ります。 

・水道事業及び下水道事業の事業規模適正化、経費削減、収納率向上などにより、経営健全化に努めるとと

もに、適切な水道料金及び下水道使用料の設定を検討します。 

 

(３)成果指標 
 

№ 目標指標 基準値 
年度目標 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

１７ 

規格改良済の道路延長の割合 

（市内道路において道路構造令の規格に適合する道路に

改良した割合） 

３８．６％ 

（令和５年度） 
３９．２％ ３９．４％ ３９．６％ 

１８ 
水道管路耐震化率 

（耐震管延長／市内総管路延長×１００） 

２８．５％ 

（令和５年度） 
３０．７％ ３１．２％ ３１．５％ 

１９ 

下水道整備率 

（下水道整備面積（供用開始面積／事業認可面積）×１０

０） 

８３．９％ 

（令和５年度） 
８７．６％ ８８．０％ ８８．５％ 

  

道路や橋梁、上下水道は、市民の日常生活に欠かせないインフラです。今後も市民が快適に、そして

安全に利用できるよう、施設の計画的な更新や長寿命化により、持続可能なインフラを構築します。 

また、上水道や公共下水道については、事業規模の適正化や経費削減などを通じて、経営の健全化

に努めます。 



58 

(４)実施事業 
 

 施策４ 持続可能な都市基盤整備 

事 業 名  ［新規］ 都市計画基礎調査事業 所管課 都市計画課 

事業内容 
５年ごとに実施する都市計画の基礎調査として、都市計画区域内の人口や土地利用、交通量等に関する現況及び将来の

見通しについての調査を行います。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

都市計画基礎調査委託料   

事 業 費 ９，０００千円 － － 

事 業 名 常盤通佐間線街路事業 所管課 都市計画課 

事業内容 
市内の南北交通の軸となる常盤通佐間線の整備促進を図り、沿道環境の改善や地域交流の促進、利便性の向上を図りま 

す。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

常盤通佐間線街路事業負担金 常盤通佐間線街路事業負担金 常盤通佐間線街路事業負担金 

事 業 費 １０，０００千円 ３０，８００千円 ７２，０００千円 

事 業 名 幹線道路整備事業 所管課 道路治水課 

事業内容 
荒木区間まで整備が完了している通称荒木・須加幹線道路を須加地区の県道まで延伸することで、交通ネットワークの強

化や地域交通の利便性向上及び周辺住民の生活環境の改善を図ります。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

道路改良工事請負費 

物件移転等補償料 

土地購入費 

  

事 業 費 １７４，０００千円 － － 

事 業 名 幹線道路舗装修繕事業 所管課 道路治水課 

事業内容 
車両の大型化や経年劣化により路面の損傷が著しい幹線道路の舗装修繕を計画的かつ効率的に実施し、幹線道路とし

ての機能向上や交通の安全性及び利便性の向上を図ります。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

調査測量設計委託料 

幹線道路舗装修繕工事請負費 

工事請負費 

設計委託料 

工事請負費 

設計委託料 

事 業 費 ８９，６００千円 ５０，０００千円 ５０，０００千円 



59 

 施策４ 持続可能な都市基盤整備 

事 業 名 道路新設改良事業 所管課 道路治水課 

事業内容 
狭あい道路を幅員４ｍ以上に拡幅するため、用地買収及び物件補償、道路改良工事を実施し、安全で快適な生活環境を

確保します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

調査測量設計委託料 

道路改良工事請負費 

器具・機材借上料 

工事用材料費 

土地購入費 

物件移転等補償費 等 

調査測量設計委託料 

道路改良工事請負費 

器具・機材借上料 

工事用材料費 

土地購入費 

物件移転等補償費 等 

調査測量設計委託料 

道路改良工事請負費 

器具・機材借上料 

工事用材料費 

土地購入費 

物件移転等補償費 等 

事 業 費 ９５，６７４千円 １２５，６１０千円 ９２，０１０千円 

事 業 名 道路舗装新設事業 所管課 道路治水課 

事業内容 未舗装道路の舗装工事を実施することで、交通の利便性を向上させ安全で快適な生活環境の改善を図ります。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

調査測量設計委託料 

道路舗装新設工事請負費 

調査測量設計委託料 

道路舗装新設工事請負費 

調査測量設計委託料 

道路舗装新設工事請負費 

事 業 費 ２５，０００千円 ２５，０００千円 ２５，０００千円 

事 業 名 道路舗装補修事業 所管課 道路治水課 

事業内容 
交通の利便性及び安全性の向上を図るため、損傷の著しい道路舗装の修繕工事を実施し、安全で快適な生活環境を確保

します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

調査測量設計委託料 

道路舗装修繕工事請負費 

調査測量設計委託料 

道路舗装修繕工事請負費 

調査測量設計委託料 

道路舗装修繕工事請負費 

事 業 費 １２０，８８１千円 ９４，０００千円 ９４，０００千円 

事 業 名 農道整備事業・農道補修事業 所管課 農政課 

事業内容 農業振興地域の市道を効率的・効果的に整備することにより、農村地域の環境改善を図ります。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

農道整備工事請負費 

農道補修工事請負費 

農道整備工事請負費 

農道補修工事請負費 

農道整備工事請負費 

農道補修工事請負費 

事 業 費 ２６，０１０千円 ２６，０００千円 ２６，０００千円 
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 施策４ 持続可能な都市基盤整備 

事 業 名 道路側溝新設事業 所管課 道路治水課 

事業内容 
道路幅員が４ｍ以上で雨水の排水能力が低下している道路に側溝を布設し、雨水処理機能の向上及び道路交通の安全

性の確保を図ります。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

調査測量設計委託料 

側溝整備工事請負費 

調査測量設計委託料 

側溝整備工事請負費 

調査測量設計委託料 

側溝整備工事請負費 

事 業 費 ２５，０００千円 ２５，０００千円 ２５，０００千円 

事 業 名 道路側溝補修事業 所管課 道路治水課 

事業内容 
交通の利便性及び安全性の向上を図るため、旧タイプのＵ字溝を蓋の架かる長尺Ｕ形側溝に改修し、排水能力の向上及

び有効幅員の確保を図り、安全で快適な生活環境を確保します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

調査測量設計委託料 

側溝整備工事請負費 

調査測量設計委託料 

側溝整備工事請負費 

調査測量設計委託料 

側溝整備工事請負費 

事 業 費 １２６，９００千円 １５０，０００千円 １５０，０００千円 

事 業 名 側溝改良事業 所管課 道路治水課 

事業内容 
太井・持田地区を対象として蓋の架からない旧タイプのＵ字溝を車両が通行しても安全な蓋付き側溝へ改修し、排水処

理機能の向上及び道路交通の安全性の確保を図ります。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

調査測量設計委託料 

排水路整備工事請負費 

調査測量設計委託料 

排水路整備工事請負費 

調査測量設計委託料 

排水路整備工事請負費 

事 業 費 ６６，０００千円 ６６，０００千円 ６６，０００千円 

事 業 名 橋りょう新設改良事業 所管課 道路治水課 

事業内容 
忍川改修事業に伴う諏訪山橋、樋の上橋の架換工事等に係る費用の一部を負担し、併せて市道取付道路を整備すること

で、安全で円滑な交通を確保します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

鑑定料 

登記手数料 

土地購入費 

物件移転等補償料 

橋りょう架換工事負担金 

橋りょう架換工事負担金 橋りょう架換工事負担金 

事 業 費 １６５，９７２千円 １６，０５０千円 ９２，７２２千円 
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 施策４ 持続可能な都市基盤整備 

事 業 名 橋りょう維持補修（長寿命化）事業 所管課 道路治水課 

事業内容 
道路法に基づく定期点検や橋梁長寿命化修繕計画に基づく効率的かつ効果的な修繕工事を実施し施設の延命化を図る

ことで、交通の安全性、利便性を確保します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

工事請負費 

設計委託料 

橋りょう点検委託料 

工事請負費 

設計委託料 

橋りょう点検委託料 

工事請負費 

設計委託料 

橋りょう点検委託料 

事 業 費 ２９８，７００千円 ２４１，０００千円 ３５５，２００千円 

事 業 名 下長野用水路改修事業 所管課 道路治水課 

事業内容 
元荒川上流土地改良区が管理する下長野用水路の改修に係る費用の一部を負担し、三面コンクリート化し水路上に蓋を

架けて歩道を設置することで、耕作者の生産性向上を図るとともに安全で快適な生活環境を確保します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

調査測量設計委託料 

歩道整備工事請負費 

歩道整備事業負担金 

調査測量設計委託料 

歩道整備事業負担金 

歩道整備工事請負費 

事 業 費 ４３，９００千円 １９，５００千円 ４５，０００千円 

事 業 名 配水管等布設整備事業 所管課 水道課 

事業内容 
継続して安全な水道水を供給するため、老朽化した配水管等を施設更新整備計画に基づき、災害に強く漏水が少ない耐

震性を有する管路へ計画的に更新します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

調査測量設計委託料 

工事請負費 

調査測量設計委託料 

工事請負費 

調査測量設計委託料 

工事請負費 

事 業 費 ４２７，０００千円 ４４５，０００千円 ４７０，０００千円 

事 業 名 浄・配水施設整備事業 所管課 水道課 

事業内容 
浄・配水施設を定期的に点検、メンテナンスを実施していますが、耐用年数を経過した設備が増え老朽化が進行している

ことから、施設更新整備計画に基づき優先度の高い設備より計画的な更新を行います。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

工事請負費 工事請負費 工事請負費 

事 業 費 ４００，０００千円 ４００，０００千円 ４００，０００千円 
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 施策４ 持続可能な都市基盤整備 

事 業 名 下水道ストックマネジメント事業（交付金） 所管課 下水道課 

事業内容 
下水道施設全体を一体的に捉えた下水道ストックマネジメント計画を策定し、国の補助制度を活用して、老朽化した下水

道施設の改築・更新工事を実施します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

マンホール点検調査委託料 

管路内調査委託料 

設計委託料 

工事請負費 

マンホール点検調査委託料 

管路内調査委託料 

設計委託料 

工事請負費 

マンホール点検調査委託料 

管路内調査委託料 

設計委託料 

工事請負費 

事 業 費 ３７７，０００千円 ３８２，７００千円 １９２，７００千円 

事 業 名 公共下水道整備事業（交付金・単独） 所管課 下水道課 

事業内容 下水道事業区域内の公共下水道を進めることにより、下水道普及率の向上と水洗化の促進を図ります。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

工事請負費 工事請負費 工事請負費 

事 業 費 ３３３，０００千円 ３２３，８００千円 ３０４，０００千円 

事 業 名 下水道施設（ポンプ場）維持管理事業 所管課 下水道課 

事業内容 各ポンプ場、マンホールポンプ等の維持管理及び定期点検を行い、下水道の適切な機能を保持します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

ポンプ場施設管理業務委託料 

ポンプ場機械設備保守点検委託料 

ポンプ場汚泥処理業務委託料 

水質検査委託料 等 

ポンプ場施設管理業務委託料 

ポンプ場機械設備保守点検委託料 

ポンプ場汚泥処理業務委託料 

水質検査委託料 等 

ポンプ場施設管理業務委託料 

ポンプ場機械設備保守点検委託料 

ポンプ場汚泥処理業務委託料 

水質検査委託料 等 

事 業 費 １９２，６１０千円 ２１６，７５５千円 ２１８，９５５千円 

事 業 名 下水道施設（ポンプ場）改修事業 所管課 下水道課 

事業内容 
日常点検や定期点検を実施しポンプ場等の機器類の稼働状況を把握し、施設の稼働に支障をきたさないよう、改築・更

新工事を実施します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

工事請負費 工事請負費 工事請負費 

事 業 費 ６３，４００千円 ５８，０００千円 ３７，０００千円 
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 施策４ 持続可能な都市基盤整備 

事 業 名 公共下水道事業ウォーターＰＰＰ導入事業 所管課 上下水道経営課 

事業内容 
下水道管路施設を効率的に維持管理し、持続可能な下水道運営を図るための官民連携方式である「公共下水道事業ウォ

ーターＰＰＰ」の導入に向けて、調査等を実施します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

アドバイザリー委託料 アドバイザリー委託料  

事 業 費 ４３，０００千円 ４６，０００千円 － 
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施策５ 快適な住環境の整備 

 

(１)施策のポイント 
 

 

 

 

 

 

 

(２)施策の方向性 
 

・景観計画に基づく規制や誘導などにより、景観まちづくりを推進します。 

・行田市駅周辺について、歩道のバリアフリー化や、休憩スペース、サインの整備などにより、歩きたくなる

まちづくりを推進します。 

・管理不全な老朽空き家の是正と、健全な空き家の利活用を促進します。 

・公園施設長寿命化計画に基づく公園施設の計画的な更新と維持管理を行い、快適な公園づくりを推進し

ます。 

・老朽化した市営住宅の廃止と中層住宅への集約化や、建物の省エネルギー化を推進します。 

・羽生市との協働により、新ごみ処理施設整備を推進します。 

・ごみの減量化やリサイクル推進などにより、循環型社会の形成を推進します。 

・災害復旧の迅速化等を図るための地籍調査を実施します。 

・日本遺産に認定された足袋や足袋蔵をはじめ、忍城や埼玉古墳群など豊富な地域資源を活用し、観光地

としてのブランド力向上を図ります。 

・魅力あるコンテンツの開発や戦略的な情報発信により国内旅行者及び訪日外国人旅行者の誘客を図りま

す。 

・(一社)行田おもてなし観光局とともに体験型観光を推進し、観光消費の拡大を図ります。 

・田んぼアートの魅力向上や施設の充実などにより、古代蓮の里へのさらなる観光誘客を図ります。 

 

(３)成果指標 
 

№ 目標指標 基準値 
年度目標 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

２０ 

「ごみ収集やごみ処理」に満足している人の割合 

（アンケート調査で「満足」「どちらかといえば満足」と答

えた人の割合） 

４４．９％ 

（令和５年度） 
５０．０％ ５１．０％ ６０．０％ 

２１ 

「景観について魅力」を感じている人の割合 

（アンケート調査で「非常に魅力を感じる」「どちらかとい

えば魅力を感じる」と答えた人の割合） 

２８．４％ 

（令和５年度） 
３３．２％ ３４．８％ ３６．４％ 

２２ 

主要観光施設入込客数 

（古代蓮会館及び駐車場、郷土博物館、さきたま史跡の

博物館、はにわの館、ぶらっと♪ぎょうだ、さきたまテラ

ス、行田八幡神社、ヴェールカフェの８施設、花手水ライト

アップイベント「希望の光」の来場者数） 

９０８，９７２人 

（令和５年度） 
９６５，０００人 ９８４，０００人 １，００４，０００人 

  

公園施設の適切な維持管理や空き家対策、景観計画に基づく景観まちづくりなどを通じて、市民が

快適に日常生活を送れる住環境を構築します。新ごみ処理施設は令和１０年４月の稼働に向けて、事業

を推進します。 

行田ならではの豊富な地域資源を「稼ぐ観光」につなげるため、今後も増え続けることが予想される

訪日外国人観光客や体験型観光へのニーズに対応した観光施策を進めます。 
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(４)実施事業 
 

 施策５ 快適な住環境の整備 

事 業 名 まちなかウォーカブル推進事業 所管課 都市計画課、道路治水課 

事業内容 
秩父鉄道行田市駅周辺地区において、駅前広場や市道５．１－７号線などの歩行空間の拡充とバリアフリー化などを行

い、居心地が良く歩きたくなるまちづくりの実現を図ります。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

駅前広場整備工事請負費 

常盤通佐間線歩道設計委託料 

調査測量設計委託料（八幡通り事業活

用調査）

  

行田市駅通古墳群線歩道工事請負費 

まちづくりワークショップ事業 

（仮称）まちなかハブ設計委託料 

常盤通佐間線歩道工事請負費 

事 業 費 ６２，５００千円 ２００，０００千円 １８０，０００千円 

事 業 名 空き家対策事業 所管課 建築開発課 

事業内容 

空き家等の発生予防や有効活用、管理不全な空き家の解消、相続放棄や相続人不在により所有者不在の老朽空き家対

策として財産管理制度を活用し、空き家問題の解決を図ります。令和８年度には「行田市空家等対策計画」を改定し、総合

的な空き家対策を推進します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

老朽空き家等解体補助金 

空き家利活用補助金 

手数料（財産管理人） 

委員報酬 

費用弁償 等 

老朽空き家等解体補助金 

空き家利活用補助金 

手数料（財産管理人） 等 

老朽空き家等解体補助金 

空き家利活用補助金 

手数料（財産管理人） 等 

事 業 費 １１，３３４千円 １２，４０１千円 １２，４０１千円 

事 業 名 水城公園整備事業 所管課 都市計画課 

事業内容 
水城公園東側園地の園路等を整備し、誰もが安心して憩いや散策等の日常的な利用を楽しむことのできる環境を創出し

ます。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

各所公園整備工事請負費（園路・施設

更新等） 

施設管理委託料 

各所公園整備工事請負費（施設更新

等） 

施設管理委託料 

各所公園整備工事請負費（施設更新

等） 

施設管理委託料 

事 業 費 ２０，７００千円 １０，７００千円 ３７，７００千円 

事 業 名  ［新規］ 水城公園水辺再生事業 所管課 都市計画課 

事業内容 
しのぶ池の水を抜き、ボランティア等を交えて池底の清掃活動を行った後、池底の天日干しを行うことで、しのぶ池の環

境改善を図ります。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

各所公園整備工事請負費（しのぶ池水

抜、池底清掃） 

催物委託料 

各所公園整備工事請負費（護岸改修

等） 

 

事 業 費 ６７，９００千円 ２０，０００千円 － 
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 施策５ 快適な住環境の整備 

事 業 名  ［新規］ 忍城址改修事業 所管課 都市計画課 

事業内容 
昭和６３年に建築した忍城御三階櫓の外壁にクラックなどの損傷が見受けられることから、外壁改修工事を実施します。

また、忍城の外堀のポンプおよび制御盤の経年劣化が進行していることから更新工事を実施します 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

調査測量設計委託料 

各所公園整備工事請負費（忍城外壁改

修） 

各所公園整備工事請負費（ポンプ・制

御盤更新） 

 

事 業 費 ４０，０００千円 ３３，０００千円 − 

事 業 名 公園施設長寿命化事業 所管課 都市計画課 

事業内容 「行田市公園施設長寿命化計画」に基づき、老朽化が進んでいる遊具やフェンス等の施設更新を行います。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

各所公園整備工事請負費（施設更新

等） 

各所公園整備工事請負費（施設更新

等） 

各所公園整備工事請負費（施設更新

等） 

事 業 費 ２２，５００千円 ２８，９００千円 ９，０００千円 

事 業 名 古代蓮の里施設管理事業 所管課 都市計画課 

事業内容 
指定管理者制度の活用により更なる経費削減とサービス向上を図るとともに、計画的な修繕・改修を実施し、施設利用

者の安全性や利便性の向上を図ります。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

古代蓮の里指定管理料 

古代蓮の里整備工事請負費（行田タワ

ー目地材更新等） 

古代蓮の里指定管理料 

古代蓮の里整備工事請負費（施設更新

等） 

古代蓮の里指定管理料 

古代蓮の里整備工事請負費（施設更新

等） 

事 業 費 ９９，８８４千円 ８０，３８４千円 ６０，３８４千円 

事 業 名 古代蓮の里リニューアル事業 所管課 都市計画課 

事業内容 古代蓮の里をより魅力的で利用しやすい公園とするため、令和１０年度のリニューアルオープンを目指します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

古代蓮の里売店リニューアル業務委託

料 

古代蓮の里整備工事請負費  

事 業 費 ３０，０００千円 １５０，０００千円 − 
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事 業 名 総合公園・富士見公園施設管理事業 所管課 都市計画課 

事業内容 
指定管理者制度の活用により更なる経費削減とサービス向上を図るとともに、計画的な修繕・改修を実施し、施設利用

者の安全性や利便性の向上を図ります。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

指定管理料 

総合公園整備工事請負費（高圧受変電

設備更新） 

指定管理料 

総合公園整備工事請負費（施設更新

等） 

長寿命化計画策定委託料 等 

指定管理料 

修繕料（遊具修繕） 

総合公園整備工事請負費（施設更新

等） 

事 業 費 ８３，６００千円 ７２，６００千円 ５１，６００千円 

事 業 名 市営住宅管理事業 所管課 営繕課 

事業内容 
市営住宅の管理・運営に関する権限及び家賃徴収事務等を「埼玉県住宅供給公社」に委託することで、入居者への更なる

サービス向上及び住宅管理業務の効率化を図ります。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

住宅管理委託料 住宅管理委託料 住宅管理委託料 

事 業 費 ６１，２２６千円 ６１，２２６千円 ６１，２２６千円 

事 業 名 市営住宅改修事業 所管課 営繕課 

事業内容 
老朽化した施設の維持保全及び入居者に対する安全性・利便性の向上を図るため、行田市営住宅個別施設計画（長寿命

化計画）に基づく、改修・除却を進めます。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

調査測量設計委託料 

市営住宅工事請負費 

建物解体工事請負費 

調査測量設計委託料 

市営住宅工事請負費 

市営住宅工事請負費 

事 業 費 １０８，１２９千円 １２６，３７７千円 １１４，２２４千円 

事 業 名 新ごみ処理施設整備事業 所管課 環境課 

事業内容 
令和１０年４月１日の新ごみ処理施設稼働に向け、施設工事や運営に必要な費用として行田羽生資源環境組合に負担金

を支出します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

行田羽生資源環境組合負担金 行田羽生資源環境組合負担金 行田羽生資源環境組合負担金 

事 業 費 ５００，７６１千円 １，０００，７８５千円 １，１７７，３５５千円 
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 施策５ 快適な住環境の整備 

事 業 名 彩北広域清掃組合負担事業 所管課 環境課 

事業内容 
彩北広域清掃組合に対して、小針クリーンセンター（可燃物焼却施設及び一般廃棄物最終処分場）の維持管理及び運営の

ための負担金を支出します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

彩北広域清掃組合負担金 彩北広域清掃組合負担金 彩北広域清掃組合負担金 

事 業 費 ３２５，１１７千円 ３２７，９５２千円 １５７，３２９千円 

事 業 名 一般廃棄物（可燃ごみ）収集事業 所管課 環境課 

事業内容 一般家庭から排出された「可燃ごみ」を週４回（地区により週３回）、業務委託により収集します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

可燃ごみ収集委託料 可燃ごみ収集委託料 可燃ごみ収集委託料 

事 業 費 ７６，０００千円 ７６，０００千円 ７６，０００千円 

事 業 名 一般廃棄物（不燃ごみ）収集事業 所管課 環境課 

事業内容 一般家庭から排出された「不燃ごみ」を週２回、業務委託により収集します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

不燃ごみ収集委託料 不燃ごみ収集委託料 不燃ごみ収集委託料 

事 業 費 ４８，０００千円 ４８，０００千円 ４８，０００千円 

事 業 名 一般廃棄物（粗大ごみ等）収集事業 所管課 環境課 

事業内容 一般家庭から排出された「粗大ごみ」及び「有害ごみ」を月１回、業務委託により収集します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

粗大ごみ等収集委託料 粗大ごみ等収集委託料 粗大ごみ等収集委託料 

事 業 費 ２５，０００千円 ２５，０００千円 ２５，０００千円 

  



70 
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事 業 名 資源物収集事業 所管課 環境課 

事業内容 一般家庭から排出された缶・ビン類（月２回）、紙・布類（月１回）を業務委託により収集します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

資源物収集委託料 資源物収集委託料 資源物収集委託料 

事 業 費 ９２，０００千円 ９２，０００千円 ９２，０００千円 

事 業 名 粗大ごみ処理施設維持管理事業 所管課 環境課 

事業内容 粗大ごみ処理場の適切な維持管理により、安全かつ安定的な施設運営を図ります。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

修繕料 

一般廃棄物処理委託料 

廃乾電池等処理委託料 

破砕廃棄物運搬委託料 

施設運転管理委託料 等 

修繕料 

一般廃棄物処理委託料 

廃乾電池等処理委託料 

破砕廃棄物運搬委託料 

施設運転管理委託料 等 

粗大ごみ処理場解体工事 

一般廃棄物処理委託料 

廃乾電池等処理委託料 

破砕廃棄物運搬委託料 

施設運転管理委託料 等 

事 業 費 １３８，４９６千円 １３３，１９４千円 １５８，９０９千円 

事 業 名 合併処理浄化槽設置補助事業 所管課 環境課 

事業内容 
浄化槽処理区域において、単独処理浄化槽又は汲み取り便槽から合併処理浄化槽への転換を促進するため、設置者に対

し費用の一部を補助します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

合併処理浄化槽設置補助金 合併処理浄化槽設置補助金 合併処理浄化槽設置補助金 

事 業 費 ２８，８９４千円 ２８，８９４千円 ２８，８９４千円 

事 業 名 害獣・害虫駆除委託事業 所管課 環境課 

事業内容 アライグマ、イノシシ等の駆除を専門業者へ委託することにより、農作物の食害等の防止を図ります。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

害獣・害虫等駆除委託料 

事業用器具費 

害獣・害虫等駆除委託料 害獣・害虫等駆除委託料 

事 業 費 ８，２５４千円 ８，０５７千円 ８，０５７千円 
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事 業 名 クビアカツヤカミキリ対策事業 所管課 環境課 

事業内容 クビアカツヤカミキリムシ対策に要した経費の一部を補助することで、樹木被害の軽減を図ります。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

消耗品費 

害虫等防除委託料 

伐採委託料 

クビアカツヤカミキリ対策費補助金 

消耗品費 

害虫等防除委託料 

伐採委託料 

クビアカツヤカミキリ対策費補助金 

 

事 業 費 ４８，９６４千円 ４８，９６４千円 － 

事 業 名 地籍調査事業 所管課 管理課 

事業内容 
土地の有効活用の促進や災害復旧の迅速化等に資するため、地籍調査基本計画に基づき、土地の所有者、地番、地目を

調査し、境界の位置と面積を測量する地籍調査を実施します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

事業用器具費（パソコン） 

通信料 

印刷製本費 

国土調査推進協議会負担金 

調査測量設計委託料（測量） 

通信料 

印刷製本費 

国土調査推進協議会負担金 

調査測量設計委託料（地籍簿作成及び閲覧）  

調査測量設計委託料（測量） 

通信料 

印刷製本費 

国土調査推進協議会負担金 

事 業 費 ４８７千円 １０，６２２千円 ２１，４６８千円 

事 業 名 ふるさとづくり事業 所管課 企画政策課 

事業内容 

足袋蔵等の歴史的建築物を改修し利活用する事業や、行田らしいまち並み景観の形成に資する建築物等の外観改修を

行う事業等に対し、補助金を交付することで、歴史的建築物の保存や行田らしいまち並み景観の形成、賑わいの創出等

を図ります。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

ふるさとづくり事業補助金 ふるさとづくり事業補助金 ふるさとづくり事業補助金 

事 業 費 ２３，６００千円 ３，６００千円 ３，６００千円 

事 業 名 観光まちづくり事業 所管課 商工観光課 

事業内容 
一般社団法人行田おもてなし観光局が行う公益事業への補助を通じて、国内旅行者及び訪日外国人旅行者を本市に誘

客し、稼げる観光地の形成を図ります。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

行田おもてなし観光局補助金 行田おもてなし観光局補助金 行田おもてなし観光局補助金 

事 業 費 ５０，０００千円 ５０，０００千円 ５０，０００千円 
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施策６ 行政運営の効率化 

 

(１)施策のポイント 
 

 

 

 

 

 

(２)施策の方向性 
 

・自治体ＤＸを推進し、先端デジタル技術の活用による行政サービスの向上と業務の効率化を図ります。 

・窓口のワンストップ化や市役所のレイアウト見直し、オンライン手続きの拡充など、市民にとって利用しや

すい窓口環境整備を推進します。 

・公共施設マネジメント計画に基づき、公共施設の更新や除却などを計画的に実施するとともに、用途を廃

止した施設を有効活用します。 

・消費電力の削減及びカーボンニュートラルへの取組みを推進するため、公共施設の照明ＬＥＤ化を推進し

ます。 

・ふるさと納税や企業版ふるさと納税など、自主財源確保の取組みを強化します。 

・市報や市ホームページのみならず、動画やＳＮＳのさらなる活用などにより、積極的な情報発信を推進しま

す。 

 

(３)成果指標 
 

№ 目標指標 基準値 
年度目標 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

２３ 
ふるさと納税寄附額 

（ふるさと納税により寄付金を受け入れた総額） 

８９，６６７千円 

（令和３年度から

令和５年度の３年

間の平均寄附額） 

１２２，８５５千円

以上 

１２２，８５５千円

以上 

１２２，８５５千円 

以上 

２４ 

市公式ＳＮＳの登録者数 

（市公式ＬＩＮＥ・Ｘ・Ｆａｃｅｂｏｏｋ・ＹｏｕＴｕｂｅ、Ｉｎｓｔａｇｒａ

ｍの登録者数（累計）） 

４０，１７７件 

（令和５年度） 
５０，８５０件 ５１，５００件 ５２，１５０件 

２５ 

財務事務電子化率 

（契約事務電子化率、請求書電子化率、伝票審査・決裁電

子化率の平均） 

０％ 

（令和５年度） 
３０％ ４５％ ６０％ 

  

自治体DXの取組みは、業務の効率化だけでなく、市民の利便性向上にもつながる取組みであるこ

とから、全庁で取り組んでいく必要があります。また、公共施設の再編により廃止した施設について

は、地域の活性化に資する跡地利活用を推進します。 

本市の魅力を広くＰＲするため、これまで以上に戦略的な情報発信に取り組む必要があります。 



74 

(４)実施事業 
 

 施策６ 行政運営の効率化 

事 業 名  ［新規］ オンライン会議等開催環境整備事業 所管課 情報政策課 

事業内容 
住民・団体・事業者・職員等を対象として市が開催する会議・研修会・講習会等について、オンライン配信の映像・音声の質

を向上させ、参加機会の拡充を図るため、専門機材を整備します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

ＯＡ機器借上料 

庁用器具費 

ＯＡ機器借上料 ＯＡ機器借上料 

事 業 費 ８１３千円 ７４千円 ７４千円 

事 業 名 財務事務電子化事業 所管課 情報政策課、契約検査課、会計課、財政課 

事業内容 

電子契約システムや電子請求システムの導入により、本市と取引を行う事業者の事務負担や経済的負担を軽減するとと

もに、令和９年度の財務会計システムの更改に向け、一連の財務事務を電子で完結するための環境整備を進めることで、

事務の効率化を図ります。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

電子契約システム利用料 

電子請求システム利用料 

電子契約システム利用料 

電子請求システム利用料 

財務会計システム更改（事業費未定） 

電子契約システム利用料 

電子請求システム利用料 

新財務会計システム利用料（事業費未

定） 

事 業 費 ３，７６２千円 ３，７６２千円 ３，７６２千円 

事 業 名 住民票等コンビニエンスストア交付事業 所管課 市民課 

事業内容 
マイナンバーカードを利用して、住民票の写し等の各種証明書をコンビニエンスストア等に設置されている多目的複合機

（キオスク端末）で手軽に取得できることで、市民の利便性の向上と窓口の混雑緩和を図ります。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

ＯＡシステム保守点検委託料 

ＯＡシステム利用料 

コンビニ交付運営費負担金 

手数料 

印刷製本費 

ＯＡシステム保守点検委託料 

ＯＡシステム利用料 

コンビニ交付運営費負担金 

手数料 

ＯＡシステム保守点検委託料 

ＯＡシステム利用料 

コンビニ交付運営費負担金 

手数料 

事 業 費 １０，８５２千円 １０，９１６千円 １１，０５６千円 

事 業 名  ［新規］ 庁舎へのコンビニ交付機設置事業 所管課 市民課 

事業内容 
マイナンバーカードを利用した各種証明書交付用の多目的複合機（キオスク端末）を市役所庁舎内に設置し、コンビニ交

付と同様の利用体験を提供することで、コンビニ交付サービスの利用促進を図り窓口の混雑緩和へつなげます。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

ＯＡ機器借上料 

手数料 

消耗品費 

ＯＡ機器借上料 

手数料 

消耗品費 

ＯＡ機器借上料 

手数料 

消耗品費 

事 業 費 ６，７６０千円 ５，２６０千円 ５，２６０千円 
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 施策６ 行政運営の効率化 

事 業 名 市税等コンビニエンスストア収納事業 所管課 収納課 

事業内容 市税等のコンビニエンスストアでの収納を継続し、納税者の利便性を高めるとともに、納期内の納付の促進を図ります。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

市税等コンビニエンスストア収納業務

委託料 

市税等コンビニエンスストア収納業務

委託料 

市税等コンビニエンスストア収納業務委

託料 

事 業 費 ８，３８５千円 ８，３８５千円 ８，３８５千円 

事 業 名 市税等電話催告事業 所管課 収納課 

事業内容 

委託先専門オペレーターが、主に現年課税に係る督促状発付者を対象として電話催告を実施し、早期の呼びかけにより

納付を促進します。令和８年度からは督促状の発付業務等も併せて実施することで、新規滞納の抑制および滞納整理の

一層の効率化を図り、収納率の向上につなげます。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

電話料 

市税電話催告業務委託料 

電話料 

市税電話催告業務委託料 

電話料 

市税電話催告業務委託料 

事 業 費 １０，２００千円 １０，２００千円 １０，２００千円 

事 業 名  ［新規］ 地域交流センター施設設備改修事業 所管課 人権・男女共同参画推進課 

事業内容 
地域交流センターの空調設備および受変電設備に経年劣化が生じているため、設備改修を実施することで快適な利用環

境を提供し、施設機能の維持を図ります。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

施設修繕工事請負費 施設修繕工事請負費  

事 業 費 １１，０００千円 ４，０００千円 － 

事 業 名 商工センター施設設備更新事業 所管課 商工観光課 

事業内容 商工センターの受変電設備改修工事を実施することで、施設機能の維持を図ります。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

設備改修工事請負費   

事 業 費 ２２，０００千円 － － 
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 施策６ 行政運営の効率化 

事 業 名 保健センター受変電設備改修事業 所管課 こども家庭センター 

事業内容 保健センター受変電設備の老朽化が進んでいることから、改修工事を更新することで施設機能の維持を図ります。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

設備更新工事請負費   

事 業 費 ２０，０００千円 － － 

事 業 名 公共施設照明ＬＥＤ化事業 所管課 各施設所管課 

事業内容 消費電力の削減及びカーボンニュートラルへの取組みを推進するため、公共施設照明のＬＥＤ化工事を実施します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

調査測量設計委託料 

工事請負費 

工事請負費  

事 業 費 ２８１，１５１千円 １８５，０００千円 － 

事 業 名 ふるさと納税促進事業 所管課 企画政策課 

事業内容 

ふるさと納税ポータルサイトに本市返礼品を掲載し寄附を募ることで新たな財源を確保するとともに、多様な返礼品の

拡充により、地元特産品のＰＲや地元産業の振興につなげます。また、クラウドファンディング型ふるさと納税及び企業版

ふるさと納税についても広く寄附を募ります。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

記念品費 

ふるさと納税管理業務委託料 

手数料 

ＯＡシステム利用料 

記念品費 

ふるさと納税管理業務委託料 

手数料 

ＯＡシステム利用料 

記念品費 

ふるさと納税管理業務委託料 

手数料 

ＯＡシステム利用料 

事 業 費 ９３，０６９千円 ９３，７６６千円 ９３，７６６千円 

事 業 名 情報発信事業 所管課 広報広聴課 

事業内容 

市報ぎょうだ、ホームページ、ＳＮＳ（ＬＩＮＥ、メール、Ｘ、Ｆａｃｅｂｏｏｋ、Ｉｎｓｔａｇｒａｍ、ＹｏｕＴｕｂｅ）、データ放送、ドローン映

像などを活用し、広く市民などに市政情報を発信します。また、令和８年度にホームページのデザインリニューアルを行

い、より見やすく分かりやすくすることで、市内外に行田の魅力を広く発信します。 

年度計画 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

印刷製本費 

ホームページシステム作成委託料 

ホームページシステム保守点検委託料 

ホームページシステム借上料 

広告料 等 

印刷製本費 

ホームページシステム保守点検委託料

広告料 等 

印刷製本費 

ホームページシステム保守点検委託料

広告料 等 

事 業 費 ３７，５１４千円 ２６，７１０千円 ２６，７１０千円 
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